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2021年11月，総務省で「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（以下，在り方検）」が立ち上
がった。放送メディアの未来像を包括的に検討する場としては，2015年に議論を開始した「放送を巡る諸課題に
関する検討会」があったが，在り方検はその後継にあたると言っていいだろう。

筆者は，約半年間の在り方検の傍聴と取材を通じて，総務省は，これまで放送業界もしくは放送行政が常套句
として用いていた「通信・放送融合」の時代から，さらに一歩進んだ「オールIP化」の時代の放送業界のあり方を
見据え，ふさわしい政策への脱皮を図ろうとしているのではないかと受け止めている。その意思は初回の会合時か
ら感じたし，それがゆえに放送業界も，いささか騒然としつつも，これまでは真正面から向き合ってこなかったテー
マについても議論しようという空気が生まれている印象を持っている。

ただし，提示された論点はそれぞれが非常に複雑に絡み合っており，個々の論点をつなぐ俯瞰的な視野を持たな
ければ放送メディアの未来像は見えてこない。また，長期を見据えたうえでタイムラインを設定して議論を進めてい
かなければ，かみ合った議論にならないのではないかと思われる。しかしながら，これまでの議論を見ている限り，
それが十分になされているとは思えない。

そこで本稿では，在り方検の約半年間の議論を整理するとともに，提示されているそれぞれの論点について，そ
の関係性と時間軸を意識した俯瞰図を筆者なりに描いてみたい。これらの作業が，放送の未来像に関する今後の
議論に，少しでも貢献できれば幸いである。

なお，本稿では以上の内容のほか，さらに2つの要素を加えて構成する。
1つ目は3月に実施した「文研フォーラム2022」で筆者が企画したシンポジウムの採録である。放送業界が今，

共有すべき課題とは何か，手がけるべき改革とは何かが端的にわかる議論であったため，本稿ではまずその内容
を紹介しておく。2つ目は，本稿の対象期間における放送業界の主な動向の整理である。NHKと地上民放それ
ぞれが向き合うべき本質的なテーマに関連した内容を，筆者なりに選んで論じる。NHKのテーマは，公共性の原
点である情報公開と説明責任について，地上民放のテーマは，デジタル広告領域と民放公式テレビ配信サービス

「TVer」についてである。　　

これからの“放送”はどこに向かうのか？Vol.7
～「諸課題検」から「在り方検」へ～ 〈2021年2月～2022年4月〉

メディア研究部  村上圭子

はじめに

本稿は，2017年度に開始した，放送に関連
する新サービスや政策の最新動向を俯瞰し論
点を提示するシリーズの第7回である。今回は，
2021年2月から2022年4月までを対象とする。

2021年前半，放送業界は総務省のいわゆる
「接待問題」に大きく揺れた。端緒となったの

は，通信・放送行政を所管する総務省の幹部
が，国家公務員の倫理規定に違反して事業者
から度重なる接待を受けていたという週刊誌報
道 1）であった。接待を繰り返していたのが当時
の菅義偉総理大臣（以下，菅前総理）の長男で
ある正剛氏が勤める東北新社であったこと，ま
た，菅前総理の肝いりで行われた携帯電話料
金値下げ施策の時期にNTTグループが幹部を
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接待していたこと等から，これらの接待によっ
て行政としての対応がゆがめられたのではない
かと，連日多くの報道がなされ，国会でも大き
く取り上げられた。

総務省は，第三者による「情報通信行政検
証委員会 2）」を立ち上げ，調査・検証を行った。
委員会の最終報告書 3）によると，東北新社との
関係においては一部において「会食の有無にか
かわらず，行政をゆがめた可能性」があったと
し，NTTグループとの関係においては，「不自
然な点は見当たらず，会食の影響も確認できな
い」と結論づけた。ただ，幹部らが接待を繰
り返し受けていたことについては，「単なる法令
の知識や遵守意識の欠如で片付けてはならな
い」との指摘がなされた。

公共性を担う放送メディアに関する政策の信
頼性を損ねたという点においては，接待を行っ
た業界側の責任も重い。これまでも，放送業
界は行政との距離が近いとされたり，“護送船
団”と揶揄されたりすることも少なくなかった。
筆者も業界の末端に身を置く1人として，また
放送行政を取材する1人として，責任の重さを
自覚して今後も行動していきたい。

総務省では総務審議官等，数十人の職員の
処分が行われる事態となった。こうした中，武
田良太総務相（当時）は，放送と通信に関わる
幹部人事を一新すると宣言した。

一新された放送行政の新体制によって立ち上
げられたのが，「デジタル時代における放送制
度の在り方に関する検討会（以下，在り方検）」
である。放送メディアの未来像を包括的に検
討する場としては，2015年に議論を開始した

「放送を巡る諸課題に関する検討会（以下，諸
課題検）4）」があったが，在り方検は座長を含
め，諸課題検の構成員から多くが入れ替わる

形 5）で，2021年11月にスタートした。
在り方検が議論の前提として重要視している

キーワードは，「デジタル情報空間」「IP化」の
2つであろう。前者については，特別に法的に
規律されたメディアである放送，特に特定地
上基幹放送事業者である地上放送が，フェイ
クニュース6），フィルターバブル 7），エコーチェ
ンバー 8），アテンションエコノミー9） 等の，デジ
タル情報空間における課題に対してどのような
役割を果たせるのか，というテーマが大きくク
ローズアップされている。後者については，配
信サービスへの取り組みはもとより，ポスプロ10）

と呼ばれる番組制作の領域におけるIP化が進
行する中，マスター設備 11）の集約化，クラウド
化等の新たな運用，放送波をブロードバンドで
代替していくといった伝送路における本格的な
IP化 12）に向けた論点が提示され，議論が開始
されたところだ。

このほか，マスメディア集中排除原則（以下，
マス排）13）についても，経営統合をはじめ，こ
れまで以上に弾力的な緩和の方向性を示す論
点整理が2022年3月末に公表された。そして
4月からの議論では，ハード・ソフト分離 14）と
いうキーワードも登場している。

筆者は，約半年間の在り方検の傍聴と取材
を通じて，総務省は，これまで放送業界もし
くは放送行政が常套句として用いてきた「通
信・放送融合」の時代から，さらに一歩進んだ

「オールIP化」の時代の放送業界のあり方を見
据え，ふさわしい政策への脱皮を図ろうとして
いるのではないかと受け止めている。その意思
は初回の会合時から感じたし，それがゆえに放
送業界も，いささか騒然としつつも，これまで
は真正面から向き合ってこなかったテーマにつ
いても議論しようという空気が生まれている印
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象を持っている。
ただし，在り方検が提示している論点はそれ

ぞれが非常に複雑に絡み合っており，個々の論
点をつなぐ俯瞰的な視野を持たなければ放送
メディアの未来像は見えてこない。また，長期
を見据えたうえでタイムラインを設定して議論を
進めていかなければ，かみ合った議論にならな
いのではないかと思われる。しかしながら，こ
れまでの議論を見ている限り，それが十分にな
されているとは思えない。

こうした問題意識のもと，本稿では，在り方
検の約半年間の議論を整理するとともに，在り
方検が提示したそれぞれの論点について，そ
の関係性と時間軸を意識した俯瞰図を筆者なり
に描いてみたい。これらの作業が，放送の未
来像に関する今後の議論に少しでも貢献でき
れば幸いである。

なお，本稿では以上の内容のほか，さらに2
つの要素を加えて構成する。

1つ目は3月にNHK放送文化研究所（以下，
文研）が実施した「文研フォーラム2022 」で筆
者が企画したシンポジウム（以下，シンポ）15）の
採録である。放送業界が今，共有すべき課題
とは何か，手がけるべき改革とは何かが端的に
わかる議論であったため，本稿ではまずその
内容を紹介しておく。

2つ目は，本稿の対象期間である2021年2月
から2022年4月の間の放送業界の主な動向の
整理である。NHKと地上民放それぞれが向き
合うべき本質的なテーマに関連した内容を，筆
者なりに選んで論じる。NHKのテーマは，公
共性の原点である情報公開と説明責任につい
て，地上民放のテーマは，デジタル広告領域と
民放公式テレビ配信サービス「TVer」について
である。

1. 放送業界に捲土重来はあるか?
―改革の突破口を探る―
～「文研フォーラム2022」の議論から～

1-1　シンポジウムの企画意図

文研では，毎年春に「文研フォーラム」と題
して，1年間の研究の成果を，報告やシンポ，
ワークショップ等の形で提示する催しを行って
いる。筆者は2012年から毎年，さまざまな切
り口で放送の未来像に関する企画を行ってき
た。

特に2015年に諸課題検がスタートしてから
は，総務省の官房審議官や民放連会長との対
論を行う等，放送政策について取り上げること
が多かった。放送の未来像を考えるうえで最も
重要なのは，NHKの受信料制度や規制を扱う
放送政策だと考えてきたからだ。
「はじめに」で触れたように，在り方検は，

放送業界の抜本的な変革を見据えた議論をか
なり急ピッチで進めようとしているようだ。だが，
シンポ企画時（2021年12月），在り方検はまだ
始まったばかりだった。また，どんなに急ピッ
チで議論を進めたとしても，制度改正や新たな
施策を決定し，実施するまでには相応の時間
が必要である。一方で，メディア環境やメディ
アを取り巻く社会環境の変化はますます激しく
なっており，政策の議論を待っているだけでは，
放送メディアは時代から取り残されかねない。
長年，放送政策を取材・研究しながら，その
危機感にかられることも少なくなかった。

そのため，2022年3月のシンポでは放送政
策を扱うことはやめ，事業者自身が主体的に取
り組むべき改革とは何かについて議論する企画
を考えた。昨今，NHKも含め多くの放送局で
改革が進められているが，改革の“目的化”が
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指摘されたり，一部の局員には“改革疲れ”が
起きたりしていると聞く。こうした中，放送業界
で強い問題意識を持って改革に取り組む人たち
に，志や具体的な改革内容，直面する課題等
を聞きたいと思った。登壇者は北海道テレビ（以
下，HTB）の阿久津友紀ライツコンテンツ部長

（当時），テレビ東京（以下，テレ東）の伊藤隆
行プロデューサー，NHKの葛城豪富山放送局
長にお願いした。

また，放送局の改革が業界の外からはどの
ように映るのか，コメントをもらうゲストにも3
人登壇してもらった。できるだけ異なる視点，
多様な立場での人選を考えた。NTTグループ
で数々の新規事業を立ち上げ，現在は複数の
企業の社外取締役等を務めながらヨコグシス
ト®として活動する伊能美和子氏には，かね
てから放送局の組織風土改革や新規事業との
向き合い方について聞きたかった。ユーグレ
ナの初代CFO（チーフ・フューチャー・オフィ
サー）を歴任し，現在は丸井グループのアドバ
イザーを務める早稲田大学1年生（当時）の小
澤杏子氏には，Z世代としてのメディア利用や，
SDGs 16）活動という観点からテレビや放送につ
いて語ってほしいと考えた。憲法・情報法が専
門で，在り方検の構成員も務める慶應義塾大
学大学院教授の山本龍彦氏には，放送局を取
り巻く社会環境が変化する中，放送の公共性
と民放のビジネスとの兼ね合いをどう考えるの
か聞きたかった。

以下，放送局員3人の問題提起とそれを受け
た議論の内容を紹介する。

1-2　キーワード①
　    「テレビを破壊する
　　　　　　　　～パーパスとは何か ? ～」

このキーワードを提示したのは，テレ東で
『モヤモヤさまぁ～ず（以下，モヤさま）』『緊急
SOS ! 池の水ぜんぶ抜く大作戦（以下，池の
水）』等のバラエティー番組を数多く手がけてき
たプロデューサーの伊藤隆行氏である。

伊藤氏はまず，テレビは長らく“最大の受動
メディア”として多くの視聴者を集め，それを前
提とした広告ビジネスで成り立ってきたが，今は

「選ばれなければ見てもらえない」時代に突入
していると現状認識を示した。そのうえで，こ
れから必要なのは，全国に伝える電波を持つ
放送基盤と，ネット上でいつでもどこでも視聴
してもらえる配信基盤の両方を使いこなす「最
強のコンテンツメーカー」への進化だとした。

続けて伊藤氏は，進化のために重要なのは
「企画力」と「制作力」，そして，そもそもテレ
ビとは何か? を自らに問うことである，それは
テレビのパーパス（存在意義）を考えることだと
述べた。では，テレビのパーパスとは何か。伊
藤氏は「社会の文化度への貢献」という言葉で
表した。　

だからこそ制作者はそのコンテンツに「意
義 」はあるか? を絶えず問いかけ続けなけれ
ばならない，と伊藤氏は語る。「くだらないこ
とをまじめに追求するか…バカげたことをクソ
まじめにやるか…。テレビはそうやってバラエ
ティー豊かに「知らない世界」を提案し続けて
きた。「意義」という「爪」を隠し」。

まさに伊藤氏が手がけてきた『モヤさま』や
『池の水』，そして最近手がけていると紹介した
『ポイ捨てゴミで宇宙に行こう』『チョコプラの
ぶらり溶接の旅 』等は，SDGsやアップサイクリ
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ング 17）といった今日的な意義をバラエティーの
中に巧みに潜ませている番組である。

最後に伊藤氏は，キーワードとして提示し
た「テレビを破壊する」とはすなわち，テレビの

「パーパス（存在意義）を再認識すること」であ
ると語った。そのパーパスのもとに放送局が置
かれた課題を解決していけば，テレビの捲土
重来はあると締めくくった（図1）。

1-3　キーワード②
　     「ALL on ONE PLATFORM
　　　　　～持てるものを『かけ算』で～」

HTBでデジタル展開やコンテンツビジネスの
責任者として取り組む阿久津氏は，ローカル局
が生き残るための施策としてこのキーワードを
掲げた。HTBはシンポの1か月前の2022年2
月，自社の有料配信サービス「hod」を立ち上
げたばかりであった。

系列ネットワークに所属するローカル局は，
自社が制作した番組を放送できる時間枠が限
られている。そして当然のことながら，番組は
放送対象地域を越えていくことはできない。な
らば日ごろの番組制作や取材活動をベースに
しながら，さまざまな形態のコンテンツやサー

ビスを創り出し，それらをネット上の1つの
プラットフォームで展開していくことが自局
の価値最大化となるのではないか，阿久津
氏の提示したキーワードにはその思いがこ
もっていた。

HTBの名を全国区にしたのは，まだ大
学生だった俳優の大泉洋氏を起用したバラ
エティー番組『水曜どうでしょう』である。
現在も不定期ではあるが新シリーズが制作
され続けており，根強いファンも多い。各局
への番組販売，DVD販売，有料配信，全

図 1　テレビ東京・伊藤隆行氏資料から

国でのイベント開催等，放送局のコンテンツビ
ジネスの見本のような存在であり，2月に開始し
たhodも，この番組がコアコンテンツとなって
いる。また，放送局のキャラクターである「on
ちゃん」の人気も高く，最近はグッズ販売だけ
でなく，ライセンスビジネスにも力を注いでい
る。

それ以外にも，24時間ニュース，アプリ，オ
ウンドメディア，SNS，Eコマース，イベント等，
思いつく展開はすべて実行している，という印
象だ。

阿久津氏が繰り返し強調したのは「かけ算」
という言葉である。かけ算するのは，放送と
ネットとコミュニティーの3つである。HTBは
朝6時から2時間，自社制作のニュース・情報
番組を放送しており，視聴率も好調である。こ
れがアプリやオウンドメディアの認知や誘導に
も大きく寄与しており，放送の広告主とネットで
コラボレーションする機会も増えているという。

また，阿久津氏はドキュメンタリー制作者と
して，乳がんを患った自らの経験を番組にして
数々の賞を受けている18）。その後もライフワー
クとして，オウンドメディアやライブ配信，さま
ざまなイベント等を通じて，啓発活動や病に悩
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む人たちのコミュニティー作りを行っている。ま
さに，放送×ネット×コミュニティーを体現した
活動を自ら実践しながら，そこで感じている手
応えを語ってくれた（図2）。

1-4　キーワード③
        「世代交代～権限の委譲～」

このキーワードはNHKの葛城氏が提示し
た。葛城氏は2021年2月に地域局長を募集す
る社内公募試験を受け，同年7月から富山放
送局長を務めている。現在，8人いる40代の
地域局長のうちの1人だ。

NHKでは前田晃伸会長（以下，前田会長）
のもと，現在，大規模な人事改革が行われて
いるが，最も力を入れている改革の1つが若手
への権限委譲である。特にこの地域局長の世

代交代については，2022 年の会長年頭あいさ
つ19）の冒頭でも，「全ての改革の土台となる人
事制度改革では意欲と能力のある若手管理職
を選抜し，40 代前半の放送局長を誕生させま
した」と言及している。

数多くのドキュメンタリー制作を手がけてき
た葛城氏は，入局14年目の2017年ごろから，こ
れまでのNHKの番組制作のあり方を変えなけ
れば視聴者に見てもらえなくなり，世間の話題
にもならなくなるのでは，との危機感を強く抱く
ようになったという。しかし，改革を阻むさまざ
まな“足かせ”の存在に直面する。氏と同世代
や後輩の職員は次 と々ネットメディアに転職して
いった（図3）。こうした中，葛城氏はNHK改
革の骨組み作りとなる「会長特命プロジェクト」
に参加したことを機に，自ら組織改革を手がけ
てみたいと考えた。

シンポ当時，富山局は管理職の中で局長が
最も若いという状況にあった。葛城氏はマネー
ジメントの難しさに直面しつつも，「10年後の
NHK富山を描く」職域横断プロジェクトを立ち
上げ，フラットな関係性での議論を重ね，提案
者をプロジェクトマネージャーにする等の権限
委譲を進めている。地域に出れば企業の支社
長や2代目社長は同世代であり，放送業界の
遅れを改めて痛感しているという。スピード感
を持って新しいことに取り組むためには，世代
交代，若手への権限委譲は必須だと葛城氏は
訴えた。

1-5　ディスカッション

3人の提起したキーワードを言い換えると，
①放送コンテンツの意義，②ネット展開の位置
づけ，③組織改革のあり方，ということになる
だろう。キー局，ローカル局，NHKと所属する

図 2　北海道テレビ・阿久津友紀氏資料から

図 3　NHK 富山放送局・葛城豪氏資料から
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組織は異なるものの，3人からはいずれも放送
局が抱える普遍的な課題が提起されたように思
う。以下，それぞれに関する議論の内容を短
く紹介しておく。

① 放送コンテンツの意義

OTT事業者が制作する質の高いコンテンツ
やYouTubeにユーザーが発信する多様なコンテ
ンツが存在感を増す中，放送局のコンテンツの
意義とは何か……。問われ続けているテーマに
対し，議論ではその答えを言語化して確認する
ことができた。

まず，ネット上の動画は個性的であることが
求められるが，不特定多数の人が視聴するテレ
ビ番組には，“本質的で普遍的な面白さ”が求
められることが共有された。また，放送には制
度的にさまざまな規律があるが，それは必ずし
も競争上不利なことばかりではない，優れた表
現や文化は“制約があるからこそ生まれる”と
いうエールもあった。

何より印象的だったのが，“お茶の間はなくな
らない”という発言であった。お茶の間にまだ
テレビが存在しているうちに，放送波かネット
経由かは関係なく，みんなで一緒に見ることが
できる“良質なコンテンツ文化圏”を作ることこ
そが，放送業界が目指すべきことではないか，
との意見は，とかく後ろ向きになりがちな放送
の未来像の議論に希望を与える発言であった。

② ネット展開の位置づけ

テレビ広告ビジネスが今後厳しさを増すと想
定される中，ネット上での新たなビジネスモデル
の構築は民放にとって最大のテーマである。た
だ議論では，どんな業界でも既存のビジネスに
立ち並ぶような新規事業は簡単には生まれてお

らず，その道筋は“小さな努力の総和 ”でしか
ない，との厳しい指摘があった。ビジネスの種
となる気づきを得るには，社内外問わず，自分
と異なる立場や価値観を持つ人との会話の積
み重ねが重要であるとのアドバイスもあった。

また，ネット上でユーザーが“情報疲れ”を
起こす中，放送局が信頼できる情報や良質なコ
ンテンツをユーザーに届けるにはどうしたらいい
のかについても議論された。個社の取り組みと
しては，HTBのように面白ければ発信元を問
わず拡散していく時代にいかに対応するかが重
要であるという意見で一致した。一方で，業界
や放送政策が取り組むべきは，YouTube等の
巨大プラットフォームに対し，“届きやすい場所”
に情報や番組を置いてもらえるよう働きかける
ことではないか，との提言が出された。

③ 組織改革のあり方

放送局員の登壇者はいずれも，若い世代に
接触してもらえるような番組やサービスの開発
を行うためには，同世代の感性を最大限に生
かせる組織運営が必要であるという点では一致
していた。ただ，世代交代や権限委譲のような
人事改革は，進め方によっては世代間の分断を
引き起こしかねないとの懸念も示された。

この懸念に対し，世代交代を促す人事改革
には“気持ちよく権限を委譲するための仕組み
作り”が不可欠であること，経営サイドはその
人の立場を奪うのではなく，“新しい役割”にな
ることを支援する姿勢が大事，等の提言があっ
た。また，シンポを視聴している人からは，行
うべき人事改革は世代交代ではなく“意識交
代”ではないか，時代の変化に対応できない
意識の人こそ交代すべきであり，世代のみで判
断されるものではない，という意見が寄せら
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れた。この意見には登壇者から共感の声が相
次いだ。

2. 放送業界の最新動向
～ NHK・民放が向き合うべき
　　　　　　本質的なテーマとは ? ～

本章では，本稿の対象期間である2021年2
月から2022年4月の間のNHKと地上民放の動
向の中から，それぞれが向き合うべき本質的
なテーマを筆者なりに選んで論じる。現在行わ
れている放送政策や放送制度の議論に関わる
内容は次章で扱うため，ここではそれ以外の
事業者もしくは業界の動向について取り上げる。
テーマは，『放送研究と調査』の「国内の動き」
の中で多く取り上げてきた項目から選んだ。

2-1　NHKの動向
　　  ～問われる情報公開と説明責任～

“公共”とは何かをどのメディアよりも深く考
え追求し続けなければならないNHKにとって，
情報公開と説明責任は信頼の生命線である。
本稿の対象期間には，その姿勢が試される出
来事が相次いだ。

2-1-1  経営委員会と情報公開

2021年前半に国民・視聴者やメディアの注
目を集めたのは，“かんぽ報道”に関するNHK
経営委員会（以下，経営委）の「議事起こし20）」
の開示を巡る動向であった。この動向は，経
営委の情報公開の姿勢が厳しく問われるもので
あった。

① 非公開の厳重注意が明るみに

本題に入る前に，かんぽ報道を巡る一連の

出来事を簡単に振り返る。
2018年4月，NHKは『クローズアップ現代

＋』で，かんぽ生命保険の不適切な販売（以
下，かんぽ問題）について取り上げた。反響が
大きかったため続編を取材していたところ，統
括プロデューサーの発言にガバナンス上の問題
があったとして，日本郵政からNHK会長に認
識を問う文書が届く。日本郵政は経営委にもア
プローチし，本件を経営委で対応してほしい
と要望する。

経営委は，同年10月，正式な経営委では
なく，「委員のみの会（以下，のみの会）」と呼
ばれる非公表前提の会において上田良一会長

（当時。以下，会長）を口頭で厳重注意した。
それを受けNHKは，当時の放送総局長が日
本郵政を訪ね，ガバナンスを徹底する旨を記し
た会長名書簡を届けた。これらはNHK局内
にも視聴者にも知らされることなく行われた。
そしてNHKが再びかんぽ問題を報じたのは，
最初の放送から1年以上経った2019年7月で
あった。

同年9月，毎日新聞の報道 21）で状況は一変
する。続報が続き，経営委の対応は個別の番
組への編集に干渉することを禁じた放送法に違
反しているのではないか，会長への厳重注意に
よってNHKの編集権や自主・自律が脅かされ
たのではないかと，大きな議論に発展していっ
た 22）。

② 当初の経営委員会の姿勢

こうした状況に押されるように，経営委は「の
みの会」での議事の経過や議論の概要を徐々
に公にしていく23）。しかし，詳細な議論の内容
については公にすることを拒んでいた。会は非
公表を前提に行ったものであり，詳細を公にす
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ることは今後の経営委の運営に支障をきたすと
の理由からであった。

複数の視聴者からは，経営委で行われた議
論の内容がわかる一切の資料に関わる文書の
開示請求が出された。NHKの情報公開制度
の客観性・公平性を担保するため設けられてい
る第三者機関，NHK情報公開・個人情報保
護審議委員会（以下，情報公開審議委）は経
営委に対し，対象となる資料を速やかに開示
するよう求める答申 24）を出した。しかし，経営
委の基本的な姿勢は変わらなかった。

③ 情報公開審議委答申から全面開示へ

ここからが本稿の対象期間の動向である。
2021年2月，情報公開審議委は2度目の答申を
出す 25）。答申は，これまで経営委が公にした
文書類に対し，要約された文書は開示の求め
の対象文書との同一性を失ったものであるとし
た。そして，情報公開制度は，対象文書をあり
のままに見せることが当然の大前提であるとし，

「公開制度の対象となる機関自らが対象文書に
手を加えることは（中略）改ざんというそしりを
受けかねない危険をはらむ」との厳しい指摘も
盛り込まれた。

この答申をきっかけに，経営委では開示の
あり方を巡り10回の議論が行われた 26）。議論
当初は，公表済みの内容以外は黒塗りで開示
する案も出されていた。しかし，経営委と監査
委がそれぞれ弁護士に見解を求めた結果，情
報公開審議委の答申と異なる議決を行った場
合，情報公開基準に基づく対応を求めたNHK
の定款第61条に違反するおそれがあるとの意
見だった。このため方向は一転し，議論は全
面開示に傾いていった。

同年6月には，研究者をはじめ100人以上の

市民が「NHK文書開示等請求訴訟」を起こし
ていた。

④ 開示された議事起こしの内容とは?

2021年7月，経営委は開示請求者に対し，
「のみの会」3回分の「議事起こし」を全面開示
した 27）。請求者の一者である新聞社が報じた
45ページの全文が現在もウェブ上に有料記事と
して残っている28）。本稿ではポイントとなった2
回分について紹介しておく29）。

まず，2018年10月9日には，NHKのガバナ
ンス体制の検証を求めた日本郵政からの文書を
巡る議論が行われていた。森下俊三経営委員
長代行（当時）からは，「一方的な意見だけが
出てくるという番組はいかがなものか。（中略）
公共メディアとしての基準みたいなものを，経
営委員会として議論してきちっと執行部に言わ
ないといけない」，また，別の経営委員からは

「営業を妨害するような，イメージダウンさせるよ
うなことを番組でやるというのは，NHKの役割
としては，私はちょっと」など，個別の番組の内
容や取材手法に関する意見が出されていた。

同月23日には，上田会長（当時）も同席して
実施されていた。まず，NHKのガバナンスに
ついて調査した監査委員会から報告が行われ
た。監査委員は，「この話自体は，会長のとこ
ろまで話が上がり，ですから，会長の了解とい
うか指示のもとに対応されている（中略）。例
えば続編をやめたなどというところについても，
実質上は会長の指示に従って，総局長が動い
て止めている」と発言し，NHKにガバナンス上
の瑕疵があったとは認められないと判断したと
報告した。これに対し，石原進委員長（当時）
は，「僕らの感覚でいって，NHKの中のルール
じゃなくて，世の中の常識的なやり方があるだ
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ろうと思って，かなり中身の問題だとややこし
いから言いませんけれども，やっぱり問題があ
ります，こっち，NHK側のやり方」，森下代行

（当時）は「だんだんこんな話になってしまった
のは，本当は彼らの気持ちは納得していない
のは取材の内容なんです。こちらに納得してい
ないから，経営委員会に言ってくるためにはこ
のポイントしか，経営委員会は番組のことは扱
わないのでこう言ってきているけども」と発言し
ていた。こうして厳重注意を受けることになっ
た上田会長（当時）は，このことが表に出た場
合，「NHKとしては本当に存亡の危機に立たさ
れるようなことになりかねない」等と何度も懸念
を示していた。

⑤ 小括

議事起こしの開示後，経営委は改めて，一
連の出来事については，すでに放送された番
組などについて，意見や感想を述べ合ったもの
であり，具体的な制作手法等について指示した
ものではないと述べている。またNHK執行部
は，経営委から会長への厳重注意によって放
送の自主・自律や番組編集の自由が損なわれ
た事実はないと認識しているとコメントしてい
る。これらを受け，総務省の武田良太大臣（当
時）は，「経営委員会委員が個別の放送番組の
編集に介入することを禁じている放送法第32条
に直ちに抵触するものではない」としている30）。

放送法第32条とは，経営委の権限強化が
盛り込まれた2008年施行の改正放送法で，修
正によって加えられた内容である 31）。改正議論
の最中に，当時の経営委員長だった古森重隆
氏が執行部に対し，「選挙期間中の放送につい
ては，歴史ものなど微妙な政治的問題に結び
つく可能性もあるため，いつも以上にご注意

願いたい」と発言し，番組への介入ではないか
と問題視されたことが修正議論の1つの契機と
なった 32）。

また，改正放送法には経営委の権限の強化
と合わせ，役職員の業務全般のチェックを行う
監査委員会の新設が盛り込まれた。法改正の
背景に相次ぐNHK職員の不祥事があったから
である。ただ，常勤監査委員が経営委員から
選考される仕組みだったため，経営委員に対す
るチェック体制は不十分なのではないか，との
懸念が当初から出されていた 33）。

今回，筆者は改めて経緯を整理し，議事起
こしを読み込んで感じたのは，放送法第32条
の存在と文言の重みであった。番組編集の自
由とはメディアにとっての心臓部である。それ
が奪われることは死を意味すると言っても過言
ではない。今回の一連の出来事を契機に，経
営委も含め広く社会でそのことが再確認，共
有されることを願っている。また，経営委のガ
バナンスを担う監査委員会のチェック体制につ
いても，今回初めて課題意識を持った。制度
が十分機能しているのかを今後も注視していき
たい。さらに，経営委と執行部と現場，三者
のあるべき関係性について改めて考えさせられ
た。現場に身を置く一職員として，自分事とし
て考え続けていきたい。

2020年施行の改正放送法で，経営委にはさ
らなる権限強化が盛り込まれた。現在，経営
委は中期経営計画の議決にあたり意見募集を
行う等の業務にあたっている。委員1人1人が，
視聴者・国民が NHKに対してどんな意見を持
ち，どんな課題を感じているのか，触れる機会
が以前より増したことは，非常に重要なポイン
トだと筆者は考える。

NHKが自主・自律や番組編集の自由のもと，
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視聴者・国民の知る権利に奉仕するため，民
主主義社会の成熟のため，すべての人々の福
祉や文化に貢献するため，最も望ましい経営委
のあり方や，それを定める制度はどうあるべき
か……。筆者の考えはまだ整理されていない
が，目まぐるしく状況が変化する中，柔軟な思
考で今後も問い続けていきたい 34）。

　
2-1-2  BS1スペシャルの字幕問題

2021年12月から現在も続くBS1スペシャル
の字幕問題は，NHKの説明責任が問われる
という点で大きな動向であった。経緯を紹介 35）

し，若干のコメントをしておきたい。

① これまでのNHKの対応

2021年12月26日，NHKはBS1スペシャルで
『河瀨直美が見つめた東京五輪』を放送した。
番組は，「公式記録映画のための取材や撮影
を行う河瀨さんなどをNHKが取材するという，
いわば二重構造」の内容であった。番組では

「五輪に対する多様な声を取り上げたいとして」，
映画製作チームが市民にインタビュー取材する
場面にも同行取材し，放送ではそのうちの1人
の男性の様子を取り上げた。男性の映像には，

「五輪反対デモに参加しているという男性」「実
はお金をもらって動員されていると打ち明けた」
という字幕がつけられていた。

放送後，視聴者からの問い合わせを受け
て調査したところ，字幕の“一部に不確かな
内容 ”があったことがわかる。NHKは2022
年1月9日にこの事実を公表して謝罪を行い，
NHKは同月24日，社内に「「BS1スペシャル」
報道に関する調査チーム」を設置した。

調査チームは2月10日，調査報告書（以下，
報告書）36）を公表した。報告書には，取材・

制作に関わった職員やスタッフ，インタビュー
を行った男性，公式記録映画の関係者の話か
ら，「あいまいな情報をもとに，裏付け取材が行
われないまま，番組の制作が進み，上司による
チェックも十分行われず，誤った内容の字幕を
つけたシーンが放送されたこと（中略），すでに
導入している事実確認のためのルールが守られ
ずチェック機能が働かなかったことも判明」し
たと記された。なお，1月の謝罪の段階では，
字幕の“一部に不確かな内容”があったとして
いたが，調査チームが改めて当該男性にヒアリ
ングしたところ，「五輪反対デモには参加してい
ないと証言」したため，“誤った内容”とした。

また報告書には再発防止策も示された。 ▼取
材・制作時の事実確認等をチェックするルール
を徹底する， ▼番組制作関連部局に品質管理を
担う責任者を配置する， ▼放送現場で勉強会を
実施する，等である。そして同日，NHKは，
担当ディレクターとチーフ・プロデューサーを，
取材・制作の基本的な指針を定めた「放送ガイ
ドライン」に違反していたとして停職1か月に，
専任部長を出勤停止14日の懲戒処分にする等
の対応を発表した。

② 説明責任をどう尽くすか

新型コロナウイルス感染拡大の最中に東京五
輪を開催すべきかどうかについては，長期間に
わたり世論が二分する状況が続いた。大会終
了後も，見解の相違を巡る対立は，見えない

“しこり”となって社会に存在している。こうし
た中で放送された，“公式”映画監督に密着し
た番組である。当然のことながら，放送後は視
聴者にさまざまな反応を引き起こしていた。そ
の中には，河瀨直美氏（以下，河瀨氏）や映画
製作チームへの批判も存在していた。
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NHKの字幕が不確か（前述のとおり，その
後の調査で誤りであったと判明）であったこと
が判明すると，NHKに対する批判とともに，
河瀨氏らへも一部度を超えるような批判が散見
されるようになる。こうした中，NHKは本件に
関する会見の際は，取材協力者である河瀨氏
および映画製作チームの島田角栄氏の名を冒
頭に挙げて謝罪し，次に視聴者という順番で
謝罪してきた。デモの主催団体および参加者
からは，謝罪がないとの抗議を受けていた。

今回のような“二重構造”の番組制作，つま
り取材相手の活動を追うことを通じて，活動の
向こう側にある社会を描くといったこのパターン
は，ドキュメンタリー制作では時々見られるも
のである。その場合，注意しなければならない
のが，メインの被写体となる取材相手との関係
性である。

被写体が向き合う現実や課題への関わり方
に対し，番組はどのような立ち位置で臨むの
か。そのことを考えることなくしては，番組は
ただ被写体をPRする動画にすぎなくなる。特
に今回のような，世論を二分するテーマではな
おさらである。被写体と社会との狭間で番組
の立ち位置を常に問い続ける，それは，時に
被写体との関係においても葛藤しながら制作
に臨まなくてはならないことでもある。そして，
二重構造に逃げ込まず，二分するテーマそのも
のに対してメディアとしてどう向き合うのか，当
事者としても悩み続ける。これらの姿勢がなけ
れば，NHKがドキュメンタリーとして制作する
意義は乏しい。

今回は，こうした番組制作における難しさに
加えて，番組制作のプロセスで起きたミスにど
う対応するのか，という難しさがあった。NHK
は今回，その難しさにどこまで向き合って対応

できたか，その姿勢が問われたと言えよう。
前述のとおり，調査チームは今回の再発防止

策として，取材・制作におけるルールの徹底や
チェック体制の強化を行うとしている。視聴者・
国民から失った信頼を回復するため，速やかに
処分や対策を社会に示し，実行していくことは
もちろん重要なことである。だが，今後，同様
の問題を起こさないためにどうすべきかという
点だけでなく，引き続き有意義な番組制作を
行っていくために教訓とすべき課題は何なのか
という点から，現場で討議し，その内容を可能
な範囲で発信していくことも，メディアとしての
信頼回復のために必要なことではないかと筆者
は考える。こうした討議を続けながら，新たな
表現に挑み続けていくことこそが，同じ表現者
としての河瀨氏や映画製作チームに対する謝罪
なのではないだろうか。

なお本件は現在，BPOの放送倫理検証委員
会で審議中である37）。NHKの内部調査では見
えてこなかった本質的な問題があぶり出されて
くるかどうかはわからないが，公表される意見
書を待ち，改めて考えていきたい。

2-2　地上民放の動向
　　  ～デジタル広告領域と TVer の今後～

本節では民放の動向について見ていく。第1
章でも触れたが，ネット上での新たなビジネス
モデルの構築は，民放にとって目下最大のテー
マである。本稿の対象期間には，民放業界に
おけるデジタル広告領域の鍵を握るTVerを巡
り，新たな動向が相次いだ。

2-2-1  地上波テレビ広告動向

まず，TVerを考える前提として，地上放送
の広告の現状から見ておく。毎年2月末ごろ，
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電通は「調査レポート」として「日本の広告費」
を発表している。本稿の対象期間には，2020
年と2021年の2回の発表があった 38）。

2020年はコロナ禍の影響が大きく，総広告
費は前年比88.8％であった。地上波テレビ広
告費もほぼ同レベルの前年比88.7％にとどまっ
た。特にタイム広告 39）については，東京五輪等
の大型スポーツの延期・中止が大きく響いた。
一方で，インターネット広告費（以下，ネット広
告費）は前年比105.6％と堅調であった。

翌2021年は，コロナ禍の影響の緩和から総
広告費は大幅に回復し，前年比110.4％となっ
た。地上波テレビ広告も111.7％の1兆7,184億
円に回復した。ただし，コロナ禍以前の2019
年の1兆7,345 億円には届かなかった。

2021年のデータで最も注目されたのが，ネッ
ト広告費の躍進である。前年比122.8％にま
で成長し，マスコミ4媒体広告費40）を初めて上
回った。2年前の2019年にテレビメディア広告
費41）を上回ったばかりだったので，いかに急成
長しているかがわかる。

もう1つの注目ポイントは，「テレビメディア関
連動画広告費」，言い換えると，地上放送の
見逃し配信等のコンテンツに付随して提供する
デジタル広告の売り上げの伸長である。2021年
には前年比146.5％と，マスコミ4媒体由来の
デジタル広告費の中で最も高い伸び率の1つと
なった。ただし，金額で見ると249億円である。
これは地上波テレビ広告費のわずか1.5％程度
にすぎない数字だ。また，5,128億円ある動画
広告市場全体に占める割合も約5％である。

ちなみに動画広告市場の半分以上は，地上
放送の見逃し配信と同様，動画コンテンツに付
随する「インストリーム型 42）」と呼ばれるタイプ
である。その売り上げの大半はYouTubeが占

めていると言われる。今後，大きなトレンドと
して地上波テレビ広告費の下降は避けられない
中，地上民放はどうやってテレビ広告の目減り
分をデジタル広告領域で補っていくのか，補う
だけでなく広告収入のもう1つの柱として成長さ
せていけるのかが問われているのである。

　
2-2-2  TVerはどこを目指すのか?

前項で触れたテレビメディア関連動画広告費
の主軸はTVer経由である。つまり，TVerの
成長は，地上民放のデジタル広告分野の成長
であると言っても過言ではない。ただし，成長
に向かうための道筋を描くことは容易ではない
ようである。本項では，TVerの現状を確認し
ながら，“地上放送由来の配信サービス”が今
後向き合うべき論点を考察し，未来像を筆者な
りに考察する。

① 数字で見るTVerの現状

TVerはこれまで積極的にサービスに関する
データを公表している。最新の数字を筆者の
目線で確認しておく。

● ユーザーに関するデータ① 認知・利用

ユーザーに関するデータ43）として最初に紹介
したいのが64.9％という数字である。これは，
15歳から69歳までの男女のうちTVerを知って
いる人の割合である。サービス開始から7年目
にしては，かなりの認知度だと筆者は受け止め
ている。オンエア終了後の告知や広告枠での広
報等，テレビで積極的にPRに取り組める強み
が功を奏していると言えるだろう。

続いて約4,500万件，こちらはアプリのダウ
ンロード数である。数字の評価はなかなか難
しいが，TVerの約半年後に開局したABEMA
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と比べてみたい。ABEMAのダウンロード数は，
2022年3月末現在，約7,800万件となっている。
数字だけ見ると，かなり水を開けられているよ
うに見える。ただABEMAは，ニュース等のラ
イブ配信や，恋愛リアリティーショー等のオリジ
ナルコンテンツ制作，スポーツ中継や競輪等の
ギャンブル，有料サービスも合わせた展開等，
ネットメディアとして幅広い挑戦をしている。一
方のTVerは，地上放送番組の見逃し配信を軸
としたシンプルなサービスに注力してきた。そ
う考えると，約4,500万件という数字はそれな
りに健闘していると見ていいだろう。

そして約1,850万人という数字，こちらは1
か月の間にどのくらいのユーザーがアプリやサ
イトに訪問したのかを表す，月間ユニークブラ
ウザー数（以下，MUB）44）である。この数字
はTVerのユーザー数とほぼイコールであると
見ていいだろう。より日常的に使っているユー
ザー数を見る場合は，週間ユニークブラウザー
数（以下，WUB）となるが，こちらは900万人
前後である。

TVerによれば，MUBやWUBの数字は上
昇傾向にあるという。ただ，認知度やダウンロー
ド数に比べるとやや低調な印象を受ける。一
方，2022年3月には月間動画再生数が過去最
高の2億5,000万回を突破している。このこと
から，TVerには頻繁にサービスを利用するユー
ザーの存在感が大きいと推察される。今後の
課題は，“国内最大のリーチ力を誇る”地上放
送由来の配信サービスとして，ユーザーの裾野
をいかに広げていけるかということだろう。

● ユーザーに関するデータ② CTV割合

もう1つ，25％という数字も挙げておきたい。
これはTVerにおける動画再生回数総数のう

ち，ネット接続テレビ，いわゆるコネクテッドテ
レビ（以下，CTV）経由で視聴されている割合
を示すものである。2019年段階では，大半の
ユーザーはモバイル経由で視聴していた。それ
から3年，かなりの伸長である。テレビ端末の
ネット接続率の上昇やコロナ禍による在宅時間
の増加で，テレビ端末経由で動画を視聴する人
たちは増加し続けている。加えてTVerによる
テレビメーカーやケーブルテレビ等との取り組み
の成果も出ていると言えよう。

CTVは今，特にアメリカにおいては動画広告
市場の主戦場の1つとなっている。YouTubeや
Amazon等の大手プラットフォーム，小型のセッ
トトップボックスやドングル経由でVODやスト
リーミングサービスを提供しているRoku，テレ
ビメーカー，放送局系配信サービスが激しい競
争を繰り広げており，その中で放送局は苦戦を
強いられているという。日本でも今後，競争が
加速する可能性が高い。“テレビデバイスをホー
ムグラウンドとしてきた”地上放送由来の配信
サービスにとって，CTVに対する戦略は，存
在意義にも関わる重要な位置づけとなっていく
であろう。

● サービス側のデータ：番組数・局数

次にサービス側のデータである。現在，レ
ギュラー配信番組は500番組を超えている。こ
れは，2015年のサービス開始当初の10倍の
数字だという。そして111局，これはこれまで
TVerに配信した実績のある局数である 45）。お
よそ9割のローカル局が何らかの番組をTVer
で配信したことがあるということになる。この
数字だけ見ると，TVerにはローカル局制作も
含めた多彩な番組が配信されているように見え
る。だが500 番組の大半は，キー局制作の番
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組である。
なぜそうなのか。それは，TVerが配信して

いる主軸が，ドラマやバラエティーを中心とし
たストック系の番組だからである。こうした番
組を自社で制作している，それもレギュラーで
制作しているローカル局はそう多くはない。ま
た，ローカル局は現在，“株式会社TVer”に出
資しているキー局，準キー局に番組を預ける形
で配信する形をとっている。そのため，手間や
リスクは少ない代わりに，動画広告の販売に関
わったり，配信のデータ分析の知見を積み重ね
たりすることは難しい。また，著名な俳優やタ
レントが数多く登場するキー局の番組が立ち並
ぶ中，ローカル局制作の番組はどうしても埋没
しがちなため，再生数が上がらず収益につな
がりにくい厳しい現実もある。そのためローカ
ル局にとっては，そもそもTVerに出せる種類
の番組が少ないことに加えて，積極的に番組
を出すモチベーションを持ちにくいのが現状な
のである。　

こうした中，総務省は2021年度の実証実験
において，ローカル局がTVerに配信する際
にどのような課題があるのか，その洗い出し
を行った46）。“全国に127局ある”地上放送由
来の配信サービスとして地域番組をどのように
扱っていくのか，TVerでも長期的な戦略を描く
べく動いているようである。このテーマについ
ては，のちほど改めて触れることとする。

② キー5局系リアルタイム配信の開始

2022年4月11日，見逃し配信中心のVOD
サービスとして発展してきたTVerの姿を大きく
変えるサービスが開始された。キー局5系列の
ゴールデン・プライムタイム（以下，GP帯）47）を
中心にしたリアルタイム配信 48）の開始である。

GP帯とは，キー局等が制作した番組 49）を系列
ローカル局が受けてそのまま放送している，い
わゆる“ネットゾーン”と呼ばれる時間帯の1つ
である 50）。独立局やクロスネット局を除くと，
この時間帯は系列ごとに全国でほぼ同じ番組
が放送されており，TVerでもこれらの番組が
全国に向けて配信されている。

ただし今回のリアルタイム配信には，放送と
は異なる広告を，ユーザーの属性に合わせて差
し替える機能が設けられている。すでに見逃
し配信で実施しているこの“広告差し替え”機
能を導入することで，リアルタイム配信でも新
たな収益につなげようとしているのである。差
し替えた広告の収益は，見逃し配信同様，制
作を行い，著作権を持つキー局等に入る仕組
みとなっている。

このリアルタイム配信には，テレビさながら
の，各局をスワイプで切り替える「ザッピング」
や「リアルタイム配信番組表」等の機能が備え
られた。同時性，ストリーミング配信，チャン
ネル群といった特徴が加わることで，これまで
以上に地上放送由来の配信サービスとしての
色彩が強まったと言えよう。　

なお，このリアルタイム配信だが，CTVへの
展開は今のところ行っていない。この判断には，
ローカル局や地上再放送サービスを行っている
ケーブルテレビとの関係があると推察される。

③ ログインの機能の開始（「TVer ID」）

リアルタイム配信とともに4月に開始したの
が，「TVer ID」というログイン機能の導入であ
る。導入には2つの意味がある。

1つは，ユーザーの利便性の向上である。
TVerは無料のサービスであるため，ユーザー
にとって今後もログインは必須ではない。だが，
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もしもTVer IDを取得した場合には，複数の
異なるデバイスをまたいだ履歴情報の共有や，
視聴途中だったシーンからの再生等ができるよ
うになるという。

もう1つは，デジタル領域におけるビジネス
環境の整備という意味である。TVer ID取得
のためには，ユーザーにメールアドレスやニック
ネームを登録してもらう必要がある。これらに
ついてTVerは個人情報と定義し，個人情報保
護法のもとで厳格なデータ管理やユーザーへの
説明責任を行うとしている。サービス提供者自
身が個人情報を取得，保持していかなければ，
デジタル領域におけるビジネスの可能性はかな
りの制約を受ける時代になっている中，TVer 
IDの導入は，リアルタイム配信の開始と同じぐ
らい，今後のTVerにとって大きな意味を持つ
ことになると思われる。

また，「TVerリンク」という，TVerとCTV
を連携させる機能にIDを導入することで，テ
レビ視聴データの活用にも道を開いたり，これ
までにない新たなテレビ放送向けサービスを生
み出したりする可能性も広がると見られる 51）。

④ TVerはどこを目指すのか?

以上，TVerの現在地を筆者なりにまとめて
みた。ここからはその先を考えてみたい。　

●  TVerのビジョンは? 描くのは誰か?

無料広告型モデルのTVerは，地上放送同
様，ユーザーと広告主という両顧客がいて初め
て成り立つサービスである。両者へのバランス
のとれた戦略が求められるが，これまでは特
に広告主に対して力を注いできたという印象を
筆者は持っている。毎年開催している広告主向
けカンファレンスでは，積極的に情報を提供し，

サービスのビジョン等を説明してきた。そして，
ネット上で8割以上を占める運用型広告 52）の活
用においても，TVerは広告主にとって安心し
て出稿できる価値の高い場であることをアピー
ルしてきた。これはまさに，これまで広告主と
の間で経験と信頼を積み上げてきた地上放送
の最大の強みである。TVer ID導入によって，
より精緻なデータに基づいた向き合い方が模
索されていくことになるだろう。

ユーザーに対しては，利便性を上げるための
レコメンドや検索機能の強化，裾野を広げる
ための多彩な番組の収集，定期的な利用や滞
在時間を増やすための武器としての同時性の
強化，回遊性を高めるためのUI 53）や特集等
の工夫，SNS上でシェアされやすいショートク
リップの提供等，さまざまな施策が考えられて
いるだろう。そうした施策を事業者目線ではな
く，いかにユーザー目線で考えていくか。その
ためにも，今回のTVer ID導入を機に，ユー
ザーとのタッチポイントを効果的に生かし，エ
ンゲージメントが強化されるような施策を期待
したい。

以上のような個別対応が大事であることは言
うまでもないが，最も大事なのは，“民放公式テ
レビサービス”TVerの未来像を誰が描き，そ
のための道筋をどう考えていくのかであろう。
地上放送の“番組の品ぞろえ”で勝負するVOD
主軸のプラットフォームに徹するのか，安心や
信頼の旗印に加えて同時性も強化した“準放送
的”な配信サービスを目指すのか，それとも自
らが何らかの理念や意思を持ってオリジナルコ
ンテンツ・チャンネルも作るようなメディアに進
化させていくのか……。サービス開始から7年
目，ビジョンを定めることが求められる時期で
はないだろうか。
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先に述べたように，TVerの株主は，キー局，
準キー局，そして広告代理店である。とはい
え，準キー局が出資したのは2021年6月のこと
であり，出資比率もキー局の10分の1強にすぎ
ない。広告代理店の出資比率もキー局の半分
である。つまり，TVerは事実上，キー局の意
向によってサービスの方向性が決まると言って
も過言ではない。

ではキー局の意向とは何か。個別にはそれ
ぞれの戦略が異なり思惑がぶつかる点も少なく
ないと思われるが，総論としてキー局が歩むと
考えられる道筋とその課題を想定してみたい。

● 株主・キー局はどう考えるか?

考えられる道筋の1点目は，GP帯で開始し
たリアルタイム配信のCTVへの展開である。こ
れについては，前述したように，キー局系のリ
アルタイム配信がCTVに展開された場合，ロー
カル局の視聴機会が奪われるおそれがある。
もちろんキー局にとってもその状況は同じであ
るが，キー局の場合は，CTVへの展開は新た
なマネタイズへの挑戦でもある。

キー局等の番組を放送対象地域に向けて放
送し，キー局等からネット配分金を得ているモ
デルが長年続いてきたローカル局が不安を覚え
ることは理解できる。一方で，デジタル広告の
主戦場になるであろうCTVに，本格的に踏み
込みたいと考えるのは，キー局としては自然な
ことではないだろうか。

2点目はGP帯以外の時間帯にリアルタイム
配信を拡大することである。これについては，
GP帯の視聴が今後どの程度伸びるのか，つま
り，どのくらいデジタル広告でマネタイズできる
のかによって，キー局の中でも判断は分かれる
かもしれない。

もしもさほど伸びなかったとしても，地上放
送番組の“ショーウインドー”として，もしくは同
時性メディアとしての“アイデンティティー”を示
すために，NHKが「NHKプラス」で実施して
いるような常時同時配信に近い形へ拡張してい
きたい，という意思を持つのかどうか。キー局
間の合意形成が難しいところだが，この判断は
今後のTVerにとって，大きな分岐点となって
いくと筆者は考える。

もしその判断をとらないとすれば，TVerはあ
くまでVOD中心のサービスにとどまることにな
る。その場合も，ローカル局が制作する地域の
ストック系の番組をどのように扱うのか，また，
地上放送系のSVODサービス等 54）との連携を
どこまで進めるのか等，考えなければならない
課題はある。ただ，本稿では思考実験として，
TVerがリアルタイム配信の拡張という判断をと
る想定で，もう少し書き進めてみたい。

● リアルタイム配信とローカル局

GP帯以外にリアルタイム配信を拡張していく
場合の最大の課題はローカルゾーンの扱いであ
る。開始されたのが“キー局”のリアルタイム配
信ということであれば，キー局制作のローカル
ゾーンの番組をそのまま全国に配信するという
ことに違和感はない。ただし，今回開始したリ
アルタイム配信は“キー局系”と銘打っている。
こう銘打ったストリーミングの中で，ニュースや
天気予報，ローカル情報がすべて関東エリア
向けというのはやはり違和感がある。

ではどうするのか。なかなか答えは見つから
ないが，1つ考えられるのは，現在はキー局系
の5つしか用意されていないストリームを，127
の地上放送局すべて用意するというものであ
る。すでにGP帯を全国向けに配信している既
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成事実を生かすとすれば，その映像を各局の
ストリーム経由で見ているようなUIにする。そ
して，例えばユーザーが選択したエリア，もし
くはIPアドレスやGPSで判定されたエリアか
らのアクセスに対しては，地元の放送局のスト
リームをレコメンドする，というイメージである。
GP帯以外のネットゾーンの拡張についても同様
の手法をとる。

一方，各局のローカルゾーンについては，各
局から番組を全国に向けて配信する。こうす
れば，ストック系の番組を制作していないロー
カル局であっても，ネット経由で全国に展開す
ることができ，マネタイズを探る道が開けるの
ではないだろうか。そして，災害時等にはネッ
トゾーンも含め，放送より柔軟な編成でライブ
配信等を行い，地域のニーズにも応えていく
……。こうした道筋が開けてくれば，キー局だ
けでなく地上放送すべてのリアルタイム配信を
CTVに展開するということも現実味を帯びてく
るのではないだろうか。

● 同じ轍を踏まないために……

もちろん，技術的にこの仕組みをどうやって
作るのか，キー局とローカル局でどのようなコス
ト負担の枠組みにするのか，radikoのように放
送対象地域は無料で地域外については有料モ
デル 55）とするのか，それとも127局全局とも無
料でアクセスできる枠組みにするのか等，考え
なければならない問題は数多くあるだろう。た
だ，キー局のためのTVerの未来像，という
設定で道筋を考えたとしても，結局はローカル
局の意向を無視する形ではなかなかうまくは進
まない，もしくは時間がかかってしまうのでは
ないだろうか。

2015年から行われてきた民放の同時配信

の議論が進まなかった同じ轍を踏まないよう，
キー局には放送業界全体を見通す広い視野で
TVerの未来像について考えてもらいたい。そ
して，株主ではないローカル局にも積極的に議
論できる場を開いてもらいたい。そうした意味
でも， 先に触れた総務省の実証実験等はいい
機会である。そして今後は民放連にも何らかの
役割を期待したいところである。

● ケーブルテレビとの関係

もう1つ，TVerの今後を考える際に忘れては
ならないのがケーブルテレビとの関係である。

TVerの機能強化，特にリアルタイム配信の
強化を模索する場合，地上再放送を行ってい
るケーブルテレビとの関係をどうするのかという
問題が出てくる。先に述べたように，現状では
CTVへのリアルタイム配信は行っていないが，
ここに踏み込むならば大きな課題となってくるだ
ろう。特にローカル局の局数が4以下の放送地
域で区域外再放送を1つの主力サービスとして
いる事業者であればなおさらである。この問題
については，ケーブルテレビ業界と地上放送業
界がどこかで向き合う必要があるだろう。

一方，配信サービスのTVerにとって，ケー
ブルテレビは現在，CTV上で視聴者を拡大す
るための重要なパートナーである。ケーブルテ
レビ最大のMSO 56），J：COM のテレビサービ
ス用チューナーのリモコンにも専用ボタンが設
置されている。

海外ではvMVPDやFAST 57）と呼ばれるス
トリーミング型配信サービスを，ケーブルテレ
ビ事業者やOTT事業者，放送事業者自身が
展開している事例も増えており，協業している
ケースも少なくない。ケーブルテレビとの課題
をどう乗り越え，どのような共存共栄の姿が
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描けるか。本稿では紙幅の都合上これ以上踏
み込まないが，今後，必ず浮上してくる論点だ
と思われる。

● 放送政策におけるTVerの位置

次章の放送政策の議論で触れるが，在り方
検では，小規模中継局以下の放送対象エリア
において，放送波をブロードバンドで代替して
いくという検討も始まっている。これは，これ
までのケーブルテレビによる地上再放送や，ひ
かりTVのようなIPマルチキャスト方式 58）では
なく，一般的な配信サービスと同様のIPユニ
キャスト方式による実施が想定されている。

これは，同じIPユニキャスト方式でリアルタ
イム配信を展開するTVerと重なり合う部分も
ある。そういう意味では，放送政策はTVer
の今後と無縁ではないと思われる。この点は
次章で改めて触れる。

3. 総務省・在り方検の論点　
　

「はじめに」で述べたとおり，2021年11月，
総務省で在り方検が立ち上がった。初回から
かなり踏み込んだ論点が提示され，現在（本稿
執筆時の5月）まで約半年，急ピッチで議論が
進められている。

本章では，在り方検の位置づけを前身の諸
課題検と比較して確認したうえで，約半年間の
議論を整理し，今後の論点を提示する。

3-1　諸課題検から在り方検へ　

筆者は，諸課題検を初回から傍聴し，本シ
リーズでも継続して取り上げてきた。分科会が
一部まだ残っているが，放送の未来像の議論
はほぼ在り方検に移行したと言っていいだろう。

このため，在り方検を論じる前に，改めて諸課
題検について短く概括しておきたい。

諸課題検が開始されたのは2015年11月で
ある。この年はNetflixやAmazon Primeが
日本でサービスを開始し，そのことが“黒船
OTT到来”と騒がれた年であった。また，同
年9月には自民党の情報通信戦略調査会「放
送法の改正に関する小委員会（以下，自民小
委）」が，NHKに対しては常時同時配信を実
現するためのロードマップを作成すること，総
務省に対してはそのことを視野に入れた受信料
制度改革を行うこと等を提言 59）していた。

このため，諸課題検の最初の論点となったの
はNHKの常時同時配信であった。議論では，
NHK単独ではなく民放も一緒に実施すべきで
あり，放送の二元体制の姿をそのままネット上
に展開すべきでは，といった意見が相次いだ。
しかし，民放は同年10月にTVerを始めたばか
りであり，ネット配信はあくまで個社のビジネス
領域として展開していくという考え方であった。

民放連は日本新聞協会とともに，NHKがネッ
ト配信をいたずらに拡大することは民業圧迫
を招きかねないとの主張を繰り返した。そして
NHKの常時同時配信の議論は，業務，受信
料制度，ガバナンスの“三位”を一体で考えて
改革を進めるという流れとなっていく。

もう1つの流れが，2017年に放送改革議論
を始めた規制改革推進会議（以下，推進会議）
からの論点である。推進会議では，放送用周
波数の有効活用が大きな論点となり，諸課題
検でも検討されることになった。当初は地上
放送が俎上に載せられたが，結果的には衛星
放送中心の検討となり，BS 右旋では帯域を“幅
寄せ”し，2022年3月から3局の新たなチャン
ネルが放送を開始している 60）。
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諸課題検では地上放送について，改めてそ
の役割が議論され，情報の信頼性，地域情
報の発信等を担う「ナショナル・ミニマム」と
いう文言で再定義された。その役割を実現し
ていくため，経営が厳しくなりつつあるローカ
ル局の基盤強化施策を議論する分科会も設け
られた。議論では，放送対象地域の見直しや
再編に触れる構成員もいたが，総務省の事務
局のスタンスは，あくまで業界内でのベストプ
ラクティスの共有や，新たな取り組みへの支援
策，ローカル局経営のガバナンスにあり，マス
排等の制度に踏み込むような議論はほとんど
行われなかった。

このほか，中長期的な論点として，NHKと
民放の共通プラットフォーム，地上放送の高度
化（地上4K），将来の伝送路のあり方等につ
いて提示されたが，具体的な議論が行われる
ことはなかった。

6年間続いた諸課題検は，「通信・放送融合」
時代にどう向き合うのかという問題設定は示さ
れていたものの，軸足はあくまでテレビ端末，
放送波に置かれていた。そして事務局のスタン

スも，業界の枠組みは大きく変えないというも
のであったように思う。しかしこの時期，放送
事業を取り巻くメディア環境やビジネス状況は，
これまでにないほど急激に変化していた。そん
な中，公共メディアを標榜しながらも，その具
体像を多くの人たちに納得できる形で提示でき
なかったNHKと，既存の枠組みを変革するこ
とに消極的だった民放によって，必ずしも未来
を見据えた建設的な議論にならなかった側面も
少なくなかった 61）。これが，諸課題検を傍聴し
取材し続けてきた筆者の所感である。

図4は，2018年当時，諸課題検のそれぞれ
の論点の関係性を，筆者なりに図式化したもの
である。本シリーズのVol.2 62）で掲載している
が，一部更新して再掲しておく。

3-2　初回に踏み込んだ論点提示

図5は，2021年11月，在り方検の初回の会
合で事務局が提示した論点提示の資料 63）であ
る。左側の6点は，具体的に論点化している
内容として筆者が加筆した。

これらの論点を見ると，放送波で番組を送

図 4　諸課題検・論点の全体像（2018 年筆者作成）

電波の有効利用 ローカル局基盤強化●衛星放送
＊右旋の“幅寄せ”

＊：議論中
→：未着手

＊情報の信頼性
＊地域情報の発信

→放送サービス由来のネット PF 像は？

→地上4K（放送高度化）?
→伝送路IP化（ユニキャスト）?
→ハード・ソフト分離？

●地上放送 ＊べスプラの共有（振興策）
→再編・県域単位の今後は ?

将来の伝送路（ユニバーサルサービス）

共通プラットフォーム（二元体制の今後）

＊放送同時配信の実施
＊ガバナンス（関連団体改革等）
＊民放との協力義務
→ネット活用の本来業務化？
→受信料制度の今後は？  

NHK 改革ナショナル・ミニマム
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り届けている地域のうち，伝送費用が高い地
域については放送波をブロードバンドで代替し
ていけないかとか，番組や広告を時間表に従っ
て送信所に送るマスター設備を集約化したりク
ラウド化したりできないかとか，テレビを持た
ない人たちに対してNHKがネットを活用して公
共的な役割を果たしていけないか等の論点が
並んでいる。これらの論点は，あらゆるもの
がオールIP化に向かう時代を見据えた内容に
なっていると筆者は感じた。また，これまでは
民放127局が，規模の大小にかかわらず，経
営の形を大きく変えずに未来に向かっていく道
筋を想定するような議論が行われていたが，今
回はマス排を緩和して，業界の枠組みそのもの
を大きく見直す議論に踏み込んでいくという方
向性も示されていた。

これらの論点からは，諸課題検が積み残し
てきた課題を一気に論じていこうという事務局
の意思が感じられる。図4で示した諸課題検の
論点の全体像と比べてみると，「未着手」とした
内容の大半が今回の論点に包含されている，も

しくは今後の議論として予見されているのがわ
かる。ただ，地上放送の高度化である地上4K
については，論点としては今回，提示されてい
なかった。

次節以降では，それぞれの論点のつながり
を意識しながら，筆者なりの理解で議論の内
容を再構成していく。

3-3　放送メディアの今日的意義・役割
3-3-1  “情報的健康”の担い手への期待

初回から3回目までは，放送メディアの今日
的意義・役割についての議論が中心に行われ
た。前述したとおり，諸課題検では，地上放
送はナショナル・ミニマムとしての役割が再定
義された。それから4年，在り方検では，特別
に法的に規律されたメディアである地上放送メ
ディアが，デジタル情報空間の中でどのような
立ち位置にいるべきか，という点に力点が置か
れた議論となった。

この議論をリードしたのは，第1章で紹介し
た文研フォーラムの登壇者で，デジタル社会と

図 5　在り方検の初回に提示された論点

放送メディアの
今日的意義・役割

設備共用・マスターの
集約等

テレビ非保有者への
NHK のネット対応

ミニサテ等の
ブロードバンド代替

地上放送局の
ネット配信推進

マスメディア集中排除
原則の緩和
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憲法との関わりを研究テーマとする山本龍彦構
成員（以下，山本氏）である。山本氏は，アテ
ンションエコノミー，フィルターバブル，エコー
チェンバー，フェイクニュースが課題となるデジ
タル情報空間においては，信頼できる多様な
情報をバランスよく摂取していく，“インフォメー
ション・ヘルス（情報的健康）64）”が重要である
と訴えた。そのうえで，その担い手として公共
放送や地上放送に期待を寄せた。この山本氏
の発言に呼応するように，多くの構成員も同様
の問題意識を示した。

このほか，放送メディアの今日的意義・役
割を再点検，再確認する幅広い議論が行われ
た。法規制によるもの，これまで放送事業者
が積み上げてきた取り組み，社会的な要請や
期待等，さまざまな角度からの提起が行われ
た。第1章でテレ東の伊藤氏が述べていた存
在意義（パーパス）の内容とも一部重なるとこ
ろがあった。筆者なりに整理して図示しておく

（図6）。

3-3-2  NHKの社会実証のねらい

「情報的健康」の担い手としての役割を果た
していくことで，公共メディアとしての道筋を確
かなものにしていけないか，その考えのもと，
具体的な取り組みの提案を行ったのが NHKで
ある。

NHKは4月7日，公共放送のネット配信の意
義やニーズを検証する社会実証を行うと発表し
た。この社会実証は，半年前に総務省から，
テレビを持たない人たちを中心に実施すること
を要請されていたものである65）。NHKは同月
15日の第8回会合で，実証の目的と内容につい
て説明した 66）。

NHKは，情報空間の変化によって，「個人の
孤立・情報提示の不透明性・選択の自由の減
少をもたらしたことから，社会における基本情
報の共有が損なわれる懸念が生じている」との
現状認識を述べた。そのうえで，「ネット空間に
おける個人が抱える課題について，社会実証
のサービスで，どのような役割が果たせるか検
証したい」とした。

図 6　放送メディアの今日的意義・役割

在り方検の議論を筆者なりに整理

＊政治・地方自治への関心を促す情報提供
＊民主主義を支えるための番組制作
＊人々の相互理解や対話を促進させる機能

基本的情報の提供

文
化
へ
の
貢
献

課
題
へ
の
対
応

＊正確で信頼できる平易な報道
＊公平・中立な情報提供
＊多様な視点の提供，異なる意見への接触機会提供

＊安心・安全，生命・身体の維持
　に必要な情報提供
＊社会の多様性や自律を助ける
　情報提供
＊障がい者や高齢者等への対応で
　社会的包摂に寄与
＊地域課題や地球環境問題の
　解決に寄与

＊コンテンツの国際競争力に貢献
＊一定のクオリティーが担保された
　コンテンツ制作
＊教育・教養の普及に寄与
＊伝統文化継承，地域文化育成

放送メディアの
今日的意義・役割

公衆の形成

＊インフォメーションヘルス（情報的健康）への寄与
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社会実証では，サービスに必要な機能とし
て，「正しく理解が深まり，気付く」「知識が広
がり，つながる」「簡単に，必要な情報が見つ
かる」の3点を考えているとした。そして具体
的なイメージとして， ▼話題のコンテンツについ
て，通常のレコメンドの範囲とは違う多角的視
点を提示する， ▼最新ニュースのSNSでの盛
り上がりを分析し，信頼性の課題など注意を
促す， ▼ 特定のテーマについて各都道府県で
の差異を提示し，日本の多様性を示す，等の
7つを挙げた。

この説明に対し，在り方検の構成員からは
期待を寄せる発言が相次いだ。電通総研の奥
律哉構成員は，「テレビを暇潰しに見るという
年配者が行っている習慣的な情報行動が，現
在の若年層にとっては，「ネット上でレコメンデー
ションやハッシュタグによって，横から入ってく
るという仕掛け」で代替」されている，としたう
えで，「どうやって幅広の・少し深めの・ある
いはちょっとネタ違いなものを見せていくか」期
待して結果を待ちたい，とコメントした。また
先出の山本氏は，「ネットにおけるエンゲージメ
ントのみを狙っていくような，営利的なレコメン
デーションと，そこに公共性を溶け込ませるよう
な，ある種の公共的なレコメンデーションという
ものは違う」と感じたとし，「権威主義から民主
主義を守るという点においても，こういった公
共的なレコメンド，あるいはアルゴリズムは，非
常に重要なポイントになる」と発言した。

このほか，分析には視聴データを活用するの
か，とか，NHK以外のコンテンツも対象にす
るのか，という問いもあったが，NHKは現状
では考えていないと回答した。

この社会実証の第1期は4月22日から5月7
日まで，約3,000人を対象に実施された。今後

はその結果や課題を踏まえ，秋に第2期の実
証が行われる予定だ。

3-3-3  ネットにおける民放の“公共性”

積極的に取り組みを進めるNHKに対して，
民放は「情報的健康」の担い手としての役割
をどこまで果たしていくのか，いくべきなのか。
前章でも触れたように，デジタル広告の領域で
いかにビジネスを拡張させていくのかが喫緊の
課題である民放にとって，この問いかけは重い。

このテーマは放送政策がイニシアチブをとる
形で議論が進められてきた。議論の場は，在
り方検より約半年前，2021年4月から開催され
ている「放送分野の視聴データの活用とプライ
バシー保護の在り方に関する検討会（以下，視
聴データ検）67）」である。ここでの議論を共有
する形で在り方検でも論点が提示されている。

視聴データと情報的健康は一体どこでつな
がるのか。これは，現在議論が行われている，
放送事業者が配信サービスにおいて個人情報
をどう取り扱うかという論点に表れている。

放送事業者がネット配信事業を行う場合は
電気通信事業に該当するため，ほかのネット配
信事業者がそうであるように「電気通信事業に
おける個人情報保護に関するガイドライン」に
従っている。同時にdボタン等でCTVを経由
し“放送受信者の個人情報”を利用する場合に
は，「放送受信者等の個人情報保護に関するガ
イドライン」にも従っている。では，放送事業
者が“配信サービス視聴者（ユーザー）”の個
人情報を取り扱う場合はどうなのか。視聴デー
タ検では，放送分野のガイドラインの適用の

「上乗せ」を巡り，2つの観点が議論されてい
る。

1つは，視聴者の安心・安全の保護の観点
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である。放送が果たしてきた役割に準じた役
割，誰もが信頼を寄せることができるサービス
をネット配信時代においても確保していくため
に「上乗せ」規律を視聴者のために活用してい
くべきという考え方だ。もう1つは，事業者の
公正競争の確保の観点である。グローバルプ
ラットフォームが圧倒的な強者である事業領域
で，放送事業者にだけほかのネット配信事業
者が従っていないルールを課すことは競争上の
不利にならないかという考え方である。

筆者が傍聴した4月25日の視聴データ検の
第7回会合の議論では，デジタル情報空間へ
の危機意識を持つ構成員と，ビジネス構築の
現場で格闘する民放の間で，考え方の相違だ
けでなく心情的にもかなりの乖離があると感じ
た。

こうした中で出てきている提案が，「一律の
取組を求めるのではなく，公共的な取組を進
める者に対してインセンティブを付与するような
方法」の検討である 68）。

例示されている具体案を紹介しておく。テレ
ビ端末上で，放送由来の配信サービスが，視
聴者にとって他サービスよりもより簡便に起動
できるような仕掛けがそれだ。連携相手として
はテレビメーカーが想定されていると思われる。
また，プラットフォーム事業者も連携相手として
考えられているようだ。放送由来のコンテンツが

「上乗せ」規律があるがゆえにレコメンド・ター
ゲティングの対象となりにくくなるようでは，アテ
ンションエコノミーの解決という観点からすると
本末転倒になりかねない。また，放送由来のコ
ンテンツをレコメンドすることは，プラットフォー
ム事業者にとってはフェイクニュース対策になり
得るだろう。そうであれば，放送事業者とプラッ
トフォーム事業者との間で，放送由来のコンテ

ンツが埋没しないよう，もしくはレコメンドされ
るよう，何らかの施策が考えられるのではない
かというアイデアであり提案である。

3-3-4  小括

放送メディアの今日的意義・役割を情報的健
康という観点から考える，という問題提起は，
これまでにない新たな政策議論の道を切り開
いているとの印象を持った。

まずNHKについてである。社会実証は始
まったばかりだが，問題意識とそれを具現化し
たサービス内容を見る限り，これまでさまざま
なネットサービスでNHKが展開してきた知見を
生かしながら，デジタル情報空間における公共
メディア像とは何かがトータルな形で示され始
めているのではないかと筆者は感じた。

もちろん，これに視聴者，特にテレビを保有 
しない人々が価値を見いだし，かつ，日常的
に利用してくれるかどうかは，実証の結果を見
てみないとわからない。また，価値を感じても
らい，利用が見込めるようなサービスの開発が
進んだとしても，それを受信料収入で成り立つ
NHKがどこまで手がけるべきかについては，
改めて議論が必要だろう。

この社会実証は，これまでの受信料契約世
帯向けのNHKプラスと異なり，テレビを持たな
い人たちを対象にしたものである。NHKの姿
勢はこれまで以上に問われてくる。社会実証で
はさまざまな形式のアンケート調査が用意され
ているが，NHKはこうした人たちと接点を持つ
またとない機会ととらえ，謙虚に対話を深めて
いくことで新たに見えてくることもあるのではな
いだろうか。

また，視聴データ検で示されている上乗せ
規律とインセンティブの議論については，非常
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に意欲的な論点であるとは思うものの，放送政
策として具体的にどのような形の振興策があり
得るのか，筆者にはまだイメージがわかない。
民放がコンテンツを提供するプラットフォーム事
業者，特に圧倒的な力を持つYouTubeに対し
て直面している最大の課題は，広告の価格設
定についてである。民放にとってリアリティーの
あるインセンティブとは何か，そしてそれを放送
政策としてどこまで用意できるのか，引き続き
注目していきたい。同時に，フェイクニュース対
策が急務となっているこうしたプラットフォーム
事業者に対しては，放送政策としてではなく民
放業界全体の自主的な取り組みとして，ビジネ
スベースで何らかの連携の提案を行う可能性
も探るべきではないかと感じた。

3-4　ローカル局の未来像と地域情報
　　  ～マス排緩和を巡る議論～

在り方検の4回目から7回目の会合では，マ
ス排緩和について集中して議論が行われた。
このテーマが論点化されたのは，推進会議が

「規制改革実施計画（以下，実施計画）69）」に
おいて「マスメディア集中排除原則が目指す放
送の多元性・多様性・地域性に留意しつつ，
ローカル局の経営自由度を向上させるための議
論を進める」と示したからである。

この実施計画が総務省に対して施策の実施
を求める期限が 2022 年3月末だったこともあ
り，議論はかなり急ピッチで進められた。そ
して3月31日，制度改正の方向性が「論点整
理 70）」という形で公表された。

筆者は会合を傍聴した内容を，速報的に3
回にわたり文研ブログ 71）で紹介してきた。本節
ではブログを一部再掲しながら，議論を振り返
り，今後に向けた視点を提示する。

3-4-1  HD2社の要望内容

論点整理に示された制度改正の主な方向性
は以下の3点である。①認定放送持株会社（以
下，認定持株会社）の地域制限を撤廃するこ
と，②隣接・非隣接を問わず一定の制限の範
囲内で，放送対象地域の異なる局の兼営や支
配（経営統合）を可能にすること，③複数地
域での放送番組の同一化を可能にすること，で
ある。いずれも事業者からの要望を受け，そ
れにほぼ沿った形でまとめられた。①はフジ・
メディア・ホールディングス（以下，FMH），②
③はテレビ朝日ホールディングス（以下，テレ朝
HD）による要望である。

第4回における2社からの要望は，内容は異
なるものの，ローカル局が地盤とする地域経済
が直面する課題への危機感と，系列ニュース
ネットワークの維持等のために今のうちに経営
の選択肢を増やしておきたい，という考えでは
共通していた。ではまず，それぞれの要望の内
容を確認しておく。

①FMH：認定持株会社の地域制限撤廃

FMHの要望を紹介する前提として，認定持
株会社制度について触れておきたい。

FMHもテレ朝HDも，持株会社としてメディ
アやコンテンツ，それ以外の不動産事業等を扱
う事業者を子会社・関係会社化してグループ経
営を行っている。放送局がこうした経営を行え
るようになったのは2008年施行の改正放送法
以降のことである。制度化の背景には，地上
デジタル放送への移行に伴い，多額の設備投
資がローカル局の経営を圧迫することへの懸念
の高まりがあった。

制度の導入で，グループ全体で資金調達を
実施しやすくしたり，経営資源の効率化を図っ
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たりすることが可能になると期待された。ただ
一定の制限は設けるべき，との理由から，持
株会社が傘下に入れる（議決権3分の1超の保
有）ことができる上限は，12放送対象地域 72）

と決められた。
今回のFMHの要望は，この上限の撤廃で

あった。制度上，フジテレビは関東7地域とカ
ウントされるため，FMHはフジを除くと5地域
の局を傘下に入れることができる。しかしすで
に4地域の局で議決権3分の1超を保有してお
り，それ以外のローカル局においてもその数字
に迫る局が複数あると報告した。そのうえで，

「今後の地⽅経済の状況次第では，系列局の
地元株主が株式を⼿放すことも想定され，資
本政策上の問題となる73）」との課題意識を表明
した。

ちなみに，この地域制限を巡る問題提起は
今回初めて行われたものではない。2013年に
は民放連が，当時行われていた総務省「放送
政策に関する調査研究会（以下，政策調査研）」
の議論に合わせて緩和の要望を出している。ま
たFMH自身もパブリックコメントという形で要
望を出し続けていた。

FMHは要望にあたり，主体的に系列局の支
配を強める意図はないこと，そして上場企業と
しての経営判断もあるため，系列局から株式引
き受けの要望があってもすべてを受け入れられ
るわけではないことを述べ添えた。

②テレ朝HD：経営統合と番組同一化

系列局への資本政策というアプローチが
FMHだとすると，テレ朝HDは，近接した広
域エリアの複数局を想定した，ハードや間接部
門の合理化の促進というアプローチであった。
ANN系列には他系列よりも多い11局もの平成

新局があることから，持株会社としての危機意
識はより強いと推察された。「メディア環境の変
化や地方における人口減などにより，今後，テ
レビ広告市場が想定以上に縮小していく懸念も
ぬぐい切れない74）」ことから，複数地域の局の
経営統合や，それらの地域で同一番組の放送
の実施が可能な制度改正を要望した。

ただ，要望した2つの内容は制度として存
在していないものではなかった。2004年施行
の改正放送法では，隣接している県同士であ
れば最大7放送対象地域までの合併も可能で
あるという「特定隣接地域特例（以下，隣接
特例）」が設けられており，かつ非隣接県でも，

「地域的関連性が密接であるもの」として，東
北全県，九州全県，もしくは九州全県と沖縄
県については同様の制度の活用が認められてい
た。つまり，現時点においても，放送局がいわ
ゆる“広域ブロック”で一体的に経営を行うと
いうことは制度上可能であった。

また，複数地域での番組同一化についても，
2015年施行の改正放送法で「経営基盤強化計
画認定制度（以下，基盤強化制度）」が導入さ
れている。ただしこの制度は，「放送系の数の
目標の達成が困難となるおそれがある等」の地
域を指定放送対象地域として総務大臣が指定
し，その地域の放送局が「経営基盤強化計画」
を作成して総務大臣の認定を受けた場合にの
み実施が可能となる。この制度は経営困難が
深刻なラジオを念頭に設計されたが，テレビに
適用することは難しいことではない。ちなみに，
これらの制度はいずれも，これまで1度も使わ
れたことはなかった。

こうした既存の制度があるにもかかわらず，
なぜ新たに制度改正を要望するのか，構成員
から質問が相次いだ。テレ朝HDは，隣接特
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例については選択の可能性は広いほうがいい
と述べた。ちなみにこの特例では，広域局お
よび東北と九州エリア以外の非隣接地域は対
象外である。また基盤強化制度については，
活用には大臣の認定が必要であり，認定後も
実施状況を報告する等，制度として使いづらく
国の過剰な介入を招く懸念もないとは言えない
とした。

しかし，テレ朝HDは制度改正したとしても
ただちにこれを活用する予定ではないことをに
おわせた。あくまで経営難が顕在化した場合
の対応策であり，経営の選択肢を増やしておく
ための要望だとした。また，複数地域で同一
番組を放送することになったとしても，地域情
報発信の維持は大前提であり，全国ニュース
ネットワークの維持のため，既存の取材拠点の
機能は堅持すると述べた。そして，今回の要
望では，「基幹放送普及計画」の枠組みを変更
するような，放送対象地域の見直しは要望しな
かった。

3-4-2  2社の要望に対する反応

FMHの内容に対しては，構成員から目立っ
た反対の声はほとんど上がらなかった。一部
の構成員から，地域制限の撤廃によって地域
情報発信が過小になるのではないか，との懸
念が示されたが，事務局から，キー局の資本
政策とローカル局の自社制作比率には関連性
がない，つまりキー局の支配が強い局とそうで
ない局で，自社制作番組の比率に差異はない，
という資料 75）が示された。

一方，テレ朝HDの内容のうち，複数局で同
一番組の放送を可能にする要望については懸念
の声が相次ぎ，やりとりが続いた。2つ紹介し
ておきたい。

1つ目は，複数地域で同じ広告が流れ，営
業も一元化された場合，現状よりも広告収入が
減少するのではないか，という懸念である。こ
れに対しテレ朝HDは，経費節減の効果も大
きいため収支バランスを見ながら検討したいと
した。構成員からは，うまくいかなかった場合
に立ち戻ることができるような柔軟な制度であ
るべき，との意見が述べられた。2つ目は，こ
れまで各県で流されていた地域情報の割合が
減ったり偏りが出たりしてしまうのではないかと
いう懸念だった。これに対しては，取材拠点
の維持に加えて編成も特定の県に偏らないよう
バランスをとることが必要と考えているとした
が，具体的な施策は示さなかった。

3-4-3  地域情報の確保をどうするか?

先に述べたが，このテーマの議論のきっか
けは推進会議の問題提起である。推進会議か
ら示された論点に対し，所管官庁で方向性を
出すというこうした進め方は，政治がイニシア
チブをとることで，所管する業界の事情に精通
すればするほど大胆な変革を促すことが難しく
なる監督官庁のジレンマを打ち破り，時代の
変化に応じた迅速で大胆な改革を促すことが
できる利点がある。一方で，各省庁に設けら
れた検討会等では，限られた時間内に回答を
迫られる困難を抱える。

これは放送の未来像に限らず，推進会議が
取り扱うどのテーマにも共通すると思うが，当
該業界を所管する省庁は，今ある業界の規制
はどういう役割を果たし，仮に規制を撤廃，
緩和するのであれば，規制があるがゆえに実
現できていた公共の利益をどう代替していくの
かを社会に説明する責任がある。もし規制緩
和で失われたり危ぶまれたりする公共の利益
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があるのであれば，代わる施策をどうしていく
のかを専門領域で検討して推進会議に回答す
るべきなのではないか。所管省庁の存在意義
はそこにこそあると筆者は考える。

本テーマで言えば，危ぶまれる公共の利益
の1つとして地域情報の確保ということがある
だろう。合理化や効率化を進めるためにローカ
ル局の経営自由度を増やす代わりに，地域情
報の発信が減少しない，できれば増加させる
方策とは何か，という論点である。

在り方検の議論から少し離れるが，マス排
緩和の議論が進んできた2000年代に入ってか
ら，さまざまな検討会・研究会で同様の議論
が行われてきた 76）。例えば，前述した，隣接
特例を認めた2003年の「放送政策研究会」の
最終報告 77）では，制度改正を地域性確保に
つなげるための方策の1つとして，「各ネットワー
クで，ローカル局の地域性確保など番組制作
向上につながる目標を自ら定め公表し，それを
具体化するためキー局がローカル局を支援する
という方法」があるとの提案が行われている。
また，認定持株会社制度導入を決めた2006
年の「デジタル化の進展と放送政策に関する
調査研究会」の最終報告 78）でも，持株会社の

「子会社であるローカル局の地域番組を十分に
確保するため，従来の構造規制に代え，一定
割合の地域番組の提供を確保する行為規制を
導入することが必要」との記載もある。さらに，
基盤強化制度の導入を決めた2014年の政策調
査研の第二次とりまとめ 79）では，放送番組の
同一化によって想定される地域性の低下に対
する代替的措置を，放送局による自主・自律
の取り組みとして進めていくことが望ましいとさ
れている。

今回の在り方検でも同様に，ローカル局が

制作する地域番組の維持，拡大のための施策
を検討すべき，という意見が相次いだ。最も
厳しい主張をしたのはマネーフォワードの瀧俊
雄構成員である。瀧氏はローカル局の放送の
中には，実際に何％が自社制作番組として存
在しているのかと問うたうえで，制度改正の目
的として，「％」をKPI 80）として掲げることは
ハードルが高いにしても，そういうことに基づ
いた議論が必要ではないか，と訴えた。

3-4-4  ローカル局の存在意義とは

こうした議論に対し，当事者として応答し
て問題提起したのが，在り方検の第5回に総
務省の呼びかけに応じる形で意見表明 81）を書
面で提出した「マルチスクリーン型放送研究会

（以下，マル研）」の有志である。2011年に設
立されたマル研は，系列を越えたローカル局
等が集い，さまざまなサービスの開発を協働
で行ったり，勉強会等を通じて情報共有を行っ
たりしている団体である。現在，放送局64局
を含む97 社が参加している。

マル研の意見を一言で言えば，ローカル局
の存在意義は自社制作比率だけではない，と
いうものであった。意見には，ローカル局は地
域のハブとして地域経済に貢献したり，アプリ
やSNSで地域情報を積極的に配信したりしな
がら，「地域に対する責任あるいはアイデンティ
ティとして，その存在が地域の文化・経済・情
報・安心安全の要を担って」いるという現場の
思いが綴られていた。そのうえで，「資本の論
理や経済合理性によるローカル局の間引き論で
はなく，デジタル時代に豊かな地方を実現する
ためにローカル局をどう活かすかといった論点」
を考慮してほしいと訴えた。

今回の在り方検での4回の議論は，キー局
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HDの要望をきっかけとした議論に終始し，当
事者であるローカル局が会合で直接要望を述べ
る機会はなかった。系列ネットワークという強
固な枠組みの中で，また，地域の新聞社等の
複雑な資本関係がある中で，ローカル局個社
の経営者が声を上げにくい実情もあったと思わ
れる。こうした中，マル研有志のこの意見書は，
ローカル局の存在意義は単なる地域情報発信
や地域番組制作ではないということ，またマス
排によって失われるおそれがある公共の利益と
は，単なる地域情報ではなく広義の地域メディ
ア機能であるということを，構成員が理解，共
有するきっかけとなった。

3-4-5  小括

3月末の論点整理の公表で，在り方検での
この議論は一区切りとなった。前述したとおり，
論点整理はHD2社の要望がほぼ踏襲される形
で示された。そして，議論されていた地域情報
の確保については，「発信を確保するための仕
組みを併せて措置すべき」とされたが，その仕
組みの検討は引き続き検討するとされた。

筆者は放送の未来像の中でも，特に地域メ
ディアの未来像に関心を持ち，これまで取材，
研究を進めてきた。今回の議論を踏まえ，今
後考えるべき視点として，筆者なりに4点コメン
トしておきたい。

1点目が，誰のための地域情報か，というこ
とである。系列に所属するローカル局は，各地
で起きるニュース等を全国に発信するニュース
ネットワークの重要なメンバーである。メンバー
が正確で迅速な取材を行う機能を維持するた
めに，ローカル局の経営基盤強化はキー局に
とって重要な問題である。FMHとテレ朝HD
の要望の背景にはこれがある。

もちろん筆者はそのことを否定するものでは
ない。だが，キー局が守りたい地域情報とロー
カル局が守りたい地域情報にはズレがあるとい
うことは認識しておく必要がある。キー局の資
本政策やキー局主導の緩和策が，全国ニュー
スのための取材拠点維持にとどまらないこと，
そして，進められるであろう合理化や効率化に
よって，“地域住民向け”の情報とメディア機
能がより充実する方向に向かうよう，注視して
おく必要がある。

2点目が，地域間情報格差に対する問題意
識である。テレ朝HDの要望する複数番組同
一化や複数地域の局の経営統合が行われる
ことになると，仮に地域情報の総量を増やし，
編成上も県ごとの情報を発信する時間を確保
する等の相当な対応をしたとしても，人口や企
業等が多い都市部とそうでない非都市部との
情報格差の拡大は避けがたいのではないかと
筆者は考える。キー局や準キー局等の広域局
の実態もあるからだ 82）。ただ，こうした格差は
広域局に限ったことではなく，県域局の中にも
存在するものである 83）。広告収入で成り立つ民
放に対し，いたずらに理想論を振りかざすつも
りはないが，地域メディアを標榜し，今後も地
域とともに生きる覚悟を固めるローカル局にお
いては，これまで以上に課題意識を持って域
内の地域情報格差に取り組む姿を期待したい。
その場合，必ずしも時間に制約のある放送波
による番組にとらわれず，身軽なネットの活用
や地域コミュニティーとのつながりの強化等も
含めて柔軟に考えていけばいいのではないか。

在り方検ではマルチメディア振興センターの
飯塚留美構成員から，欧州では政府が地域コ
ンテンツの制作資金を支援したり，ネット配信
事業者等から支援金を徴収したりしている事例
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が紹介された。イギリスではBBCが「ローカ
ルニュース・パートナーシップ制度 84）」という形
で，地域の放送局だけでなく，地方紙も含めた
地域メディアを支援する枠組みもある。

日本においては，こうしたソフト面ではなく，
インフラ等のハード面におけるNHKと民放の
協力が議論され始めている。ただ，地域の現
場レベルでは，すでにキャンペーンや共同制作
等，ソフト面においてもさまざまな局連携の取
り組みが広がっている。また，すでに選挙報
道や災害報道等では，エリア分担等の協業も
広がっている。それをもう一歩進めて，ケーブ
ルテレビやコミュニティ放送局等も巻き込みな
がら，一過性ではない平時からの地域の情報
格差解消のための取り組みを考えていくことも
これからは必要ではないだろうか。そうした協
力関係構築のイニシアチブをとっていくことが，
これからのNHK地域局の重要な役割だと筆
者は考える。

3点目が，地域メディアとしての存在意義の
可視化である。改めて言うまでもなく，放送事
業は貴重な国の財産である公共の電波を使う
免許事業である。ローカル局がキー局等の番
組を対象地域に確実に届ける役割だけでなく，
地域メディアとしての役割を果たしていると訴え
るならば，どれだけ“放送波を通じて”その役
割が果たせているのか，逆に言えば，なぜ“放
送波がなければ ”その役割が果たせないのか
を証明していかなければならない。　

それが，番組表の中の何％を自社で作って
いるかという単純な尺度では測れないというな
らば，仮に自社制作比率が10％程度であった
としても，放送波を太い幹として，そのリーチ
力を生かし，ネットも活用した多様な機能を太
い枝として抱え，太い根を地域に這わせている

か，という地域メディア機能の全体像を，社会
に納得できる形で示すことが求められていると
思う。

今後，どこかのタイミングで，今回は先送り
となった，地域情報発信確保の仕組みについ
ての議論が始まるだろう。ローカル局において
は，この仕組みを課せられた規制ととらえるの
ではなく，地域社会に存在意義を示すものさし
として，自身で自主的に開発し，提案していく
ということはできないだろうか。そして，そのこ
とを住民や広告主との新たな対話のツールと位
置づけ，地域との対話から自局の存在意義を
アップデートし続けてほしい。

4点目は，ローカル局が主体的に地域メディ
ア経営を考えるということである。系列ネット
ワークが強固な日本では，アメリカのシンクレ
ア・ブロードキャスト・グループのような数多く
のローカル局を運営する事業会社が誕生するイ
メージは筆者にはあまりわいてこない。

だが，例えば地域物産のＥコマースやふるさ
と納税等の事業分野においては，系列を越え
たローカル局同士や，プラットフォームとの連携
の動きも出てきている85）。また，地元紙やコミュ
ニティーメディアとの連携を進めるローカル局も
少なくない。また，今回はテレ朝HDからの要
望であったが，制度改正が行われた場合，キー
局系HDからの指示という形ではなく，ローカ
ル局同士が主体的に，対等な形で経営統合を
実施することも可能になってくる。

次節で触れる，ハードの共同利用型モデル
やその先に想定される可能性があるハード・ソ
フト分離等，今後，ローカル局を巡る経営環
境は激変期を迎えるだろう。こうした中，キー
局に自局の未来の方向性を委ねすぎず，自らの
力で明日を切り開く経営マインドも求められてく
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る。地域住民の暮らしや民主主義に資するた
めの地域情報の確保や地域メディア機能の向
上という観点から，志を同じくする事業者同士
のさらなる連携の姿を期待したい。

3-5　今後の論点

4月15日，第8回の会合で今後のスケジュー
ルが示された。取りまとめ案は6月下旬に公表
される予定である。本号が発行されるころに
は，ちょうど意見募集が行われているだろう。
本節では，今後考えるべき議論のポイントと俯
瞰図を提示する。

3-5-1  議論の焦点は
　　  放送ネットワークインフラの将来像へ

3月まで集中して議論されていたマス排緩和
に代わり，4月以降は，放送ネットワークインフ
ラの将来像に議論の力点が置かれていくようで
ある。

事務局は，この放送ネットワークインフラの
論点として，①放送設備の共用化，②小規模
中継局以下のブロードバンド代替，③マスター
設備の効率化，の3項目を挙げている。先行
して議論が進んでいるのは②である。2月から

「小規模中継局等のブロードバンド等による代
替に関する作業チーム（以下，作業チーム）」が
設置されて議論が行われている。

①と③が放送事業者内の取り組みであるの
に比べ，②は対象となる地域の住民も巻き込
む，より難しい論点である。小規模中継局等の
廃局によって，これまで受信していた放送波が
届かなくなり，代わりにブロードバンド経由で
放送番組を視聴しなければならない世帯が出
るためだ。

また今回の検討では，通常の配信サービス

と同じIPユニキャスト方式での代替が想定さ
れている。そのため，これまで視聴していた放
送波によるサービスと比べ，映像等の品質や
サービスの機能が異なることも想定される。

対象地域として想定されているのは，中継局
の維持費等がほかの地域より割高な，ミニサ
テ 86）等の小規模な中継局がカバーする地域で
ある。NHKは，全世帯の94％程度をカバー
している親局と大規模局・重要局はそのままと
し，残りの6％程度をカバーしている小規模局・
ミニサテ・NHK共聴 87）について，ブロードバ
ンドでの代替の可能性を検討したいと提起し
ている。

作業チームでは現在，モデル地域を選定
し，代替コストの算出を行っている。そして
2023 年度には，シミュレーションを行うことを
目指している。

3-5-2  “放送”とは何か?

現在，作業チームの議論は非公開で行われ
ており，6月に親会（在り方検）に報告されるこ
とになっている。そのため，報告を待って改め
て論じたい。

ただ1点だけ本稿で論じておきたいことがあ
る。それは，放送波をブロードバンドで代替す
る地域において提供されるであろうIPユニキャ
スト方式の同時配信サービスをどのように法的
に位置づけるのか，ということである。前章で
TVerの未来像，前節でローカル局の今後につ
いて見てきたが，これらの論点を考えるうえで
も，このテーマは早期に関連づけておく必要が
あるのではないかと考えた。また今回，本稿で
は論じなかったが，NHKのネット活用業務の
法的位置づけにも影響してくるものでもある。



33JULY 2022

● ミニサテ等廃局地域のみの対応?

現在，NHKの常時同時配信サービスであ
るNHKプラス，それからTVerのリアルタイム
配信はいずれもIPユニキャスト方式であり，放
送ではなく配信サービスという位置づけとなっ
ている。そのため著作権法上，配信できない
映像や音楽がどうしても存在する 88）。放送事
業者は，映像については“フタかぶせ”，音楽
については音を消したり差し替えたりしており，
場合によっては番組ごと配信不可という対応を
とっている。

しかし，今回検討されている，ミニサテ等を
廃局しブロードバンドで代替するという地域に
おいては，品質や機能はともかく，フタかぶせ
や配信されない番組がある，ということでは住
民の同意が得られるとは考えづらい。だとする
と，“対象地域の住民に届けるため”のIPユニ
キャストによる常時同時配信については，法令
上，放送と同様の扱いとし，同様の規律をか
け，「あまねく放送普及義務・努力義務」を果
たす手段として認める法的措置を講じるという
のが妥当ではないだろうか。そして，その規定
を引用し，廃局対象地域に限定して著作権法
上の特例を措置するということが考えられるの
ではないか。

その場合，放送事業者は廃局対象地域に常
時同時配信を行う努力をもってあまねく普及義
務・努力義務を果たせることになるため，今後，
事業者主導で経済合理性に合わないミニサテ・
小規模中継局等を減らしながら，段階的にIP
時代に備えることができるだろう。ただし，配
信は放送対象地域のみ，テレビ端末のみ，広
告の差し替えも行わない，というミニマムな改
正となることが想定される。

● 同時配信を放送に?

同時にもう1つの方向性も考えてみたい。こ
の検討を機に，廃局対象地域だけでなく，放
送対象地域すべてに向けた常時同時配信を法
令上，放送と同様の扱いにするというものであ
る。その場合，先の著作権法改正で放送に準
ずる扱いとした見逃しや同時配信とは別に，放
送と同一性を担保した常時同時配信を放送と
する改正を改めて実施することになる。

この改正が行われた場合の放送事業者に
とっての最大のメリットは，フタかぶせからの解
放である。また，最もユーザーニーズがあるに
もかかわらず権利の関係で配信できないスポー
ツ競技についても，放送と同じ扱いということ
で配信できるようになるだろう。また，テレビ
端末だけという縛りもないため，モバイル経由
で若年層に訴求できる可能性もある。さらに
ローカル局にとっては，放送対象地域全域にお
いて自社制作番組か否かにかかわらず，常時
同時配信が可能となる。

この方向性は，諸課題検のときから一部の
構成員や有識者が主張しているものである 89）。
これこそが，ローカル局を含めた地上放送全
体がデジタル情報空間で起死回生となる道筋
であるという論調だ。

ただ，いくつか懸念もある。まず，つい先日
改正を行ったばかりの著作権法を再び大きく改
正することに対して，権利者側の納得が得られ
るかどうか。次に，配信の分野でビジネスモデ
ルを構築しているスポーツ配信関係のOTT事
業者や競技団体との調整において，放送権料
自体が高騰するおそれもある。

また，この方向性をとる場合，地上再放送
を行うケーブルテレビ事業者との対立は不可避
となる。対立解消のため，ケーブルテレビ事業
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者に対しても，地上再放送をRF方式やIPマ
ルチキャスト方式だけでなくIPユニキャスト方
式での実施も認めていくことになるのかどうか
……。

さらに言えば，TVerの方向性にも影響が及
ぶだろう。仮にこの方向性をとる場合にも，制
度改正では，放送対象地域外への配信や広告
差し替えまでは簡単に認められるとは思えな
い。だとすると，広告を差し替えて全国に配信
することでデジタル領域でのビジネスモデルを
構築しようとしているTVerおよびキー局として
は，この方向性は果たしてプラスなのかマイナ
スなのか……。

● TVerへの期待

いずれにしても，想定される2つの方向性に
共通しているのは，全国配信や広告差し替え
といったデジタル領域でのビジネスの拡張には
ダイレクトにはつながらないということである。
そのため筆者は，今後どちらの方向性が選択
されるとしても，制度改正を待たずに，TVer

におけるリアルタイム配信は推進，拡張してい
くべきであると考える。キー局だけでなく，ま
たストック系の番組を制作するローカル局だけ
でなく，むしろフロー系の番組しか制作してい
ないローカル局の下支えをしながら，すべての
地上放送事業者がネットで全国展開する未来
像を描いていく，それを“準放送的サービス”
として国が振興策を講じることはできないだろ
うか。

以上は制度の検討が開始される前の現段階
の筆者の想定である。もしかすると，もっと大
胆な制度改正が行われる可能性もあるかもし
れない。今後も議論に注目しながら，さらに
認識を深めていきたい。

3-5-3  絡み合う論点を俯瞰する

図7は，在り方検で現在提示されている論点
について，背景やねらい，事業者が直面するで
あろう問題，中長期的にはどのような議論に発
展する可能性があるのかを筆者なりに俯瞰して
まとめたものである。前項で少しだけミニサテ
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ミニサテ等の
ブロードバンド代替

地上放送局の
ネット配信推進

マスメディア集中排除
原則の緩和

放送・通信の垣根
どこまで撤廃？

放送由来
ネットサービスの姿は？

地域情報・
メディア機能の維持

海外系 OTT 拡大
への対応

人口減少への対応・
放送波のIP化

ローカル局の
経営自由度 UP

ユニバーサルサービスの
あり方？

ネット上の公共情報空間の
担い手は？

基幹放送普及計画の
見直し？

図 7　在り方検の論点の俯瞰図

論点 直面する問題背景・ねらい 中長期的テーマ

在り方検の議論を筆者なりに整理
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等のブロードバンド代替とTVerの今後につい
てつなげて論じてみたが，論点が複雑に重なり
合う中，単体で議論するのではなく，俯瞰して
その関係性を意識したうえで議論していくこと
が大事だと感じている。紙幅の関係で今回は個
別には論じないが，今後の議論に合わせて俯
瞰図をアップデートしながら，筆者なりに放送
の未来像について考察していきたいと考えてい
る。

おわりに

全世界で2億人以上の契約者を誇るNetflix
が，2022年1 ～ 3月期の決算で，動画配信サー
ビスを始めた2011年以降初めて有料会員数が
減少に転じたと発表した。4 ～ 6月期はさらに
200万人の減少を予想しているという。ウクライ
ナ情勢の影響によるロシアでのサービスの停止
や，世界的なインフレの拡大が背景にあると見
られている。

今は複数のコンテンツサービスに加入してい
る人々も少なくないが，我々の暮らしには動画
以外にもさまざまなサブスクリプションサービ
スがあふれ返っている。この中で生活に必須
なサービスは何かと考えたときに，コンテンツ
サービスは解約の対象になりやすい。

こう考えると，無料広告モデルでコンテンツ
サービスを安定的に提供している地上放送には
底力がある。放送波による直接受信の割合が
少なかったアメリカでも，その割合は増加して
いるという。

筆者はやはり，地上放送の“捲土重来”はあ
ると信じたい。そのためにも自らの存在意義と
アイデンティティーを再定義し，視聴者や地域
社会と真摯に向き合い，主体的に建設的に未

来像を切り開いていくための歩みをこれからも
期待しているし，筆者もそこに少しでも関わっ
ていきたい。

   （むらかみ けいこ）
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終報告書」（2021年10月1日）

	 4）	https : //www.soumu .go . jp/ma in_sosik i /
kenkyu/housou_kadai/index.html
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